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日本を取り巻く社会経済情勢が大きく変化し、従来の社会の仕組みも改

革を余儀なくされる中、私たちの暮らしも大きく様変わりしております。

世田谷区でも、急激な少子・高齢化や犯罪の増加などを背景に、日常生

活のあらゆる分野で安全安心の徹底が求められるなど、従来の行政手法で

は対応が難しい課題が多くなってきております。

このような時代においても、区民が豊かさやゆとりを実感でき、夢や希

望を持てる魅力あるまちを創るためには、区民と行政が、幅広く知恵と力

を合わせ、従来の枠にとらわれない新たな発想で地域の課題を解決してい

く必要があります。

このため、区は、区民のさまざまな要望に的確に応えられる身近な政府

として、これまでの行政の制度や仕組みにとらわれず、やるべきことに思

い切って取り組む決意のもと、この基本計画を策定いたしました。

「いつまでも住み続けたい『魅力あふれる 安全・安心のまち世田谷』」

という、区民の皆様と一緒に目指すべき10年間の目標ができました。あと

は実行です。

社会状況が刻々と変化を遂げている今、区政の舵取りを確実な方向に導

いていくため、全身全霊で取り組んでまいります。

最後に、本計画の策定にあたり、貴重なご意見、ご提言をいただきまし

た区民の皆様をはじめ、基本計画審議会委員、区議会議員の皆様に厚くお

礼申し上げます。

平成17年3月
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いつまでも住み続けたい
『魅力あふれる　安全・安心のまち世田谷』

の り ゆ き
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計画策定の趣旨

計画の意義

計画の位置づけ

計画の構成

計画の特徴

計画の期間

計画の趣旨

第1章

「計画の趣旨」では、計画の策定の趣旨や計画の位置づけ、特徴、期間等

を明らかにします。



計
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1
節

世田谷区は、昭和50年（1975年）の区長公選制復活をはじめとする特別区制度改革

を経て、昭和53年（1978年）6月に、世田谷区として初めて基本構想を策定し、区民本

位のまちづくりを目指す区政の長期的な指針を明らかにしました。

平成3年（1991年）には、地域に密着したきめこまかな区政運営を図るため、独自の

地域行政制度を発足させるなど、全国に先駆け、地方分権を先取りした取り組みも進

めてきました。

しかし、1990年代に入り、経済の高度成長を前提としたこれまでの社会構造を転換

する必要性が明らかとなり、少子・高齢化の進展や環境問題への対応など、さまざま

な基本的な課題に直面し、あらためて区政運営の長期的な方向を見定める必要が生じ

ました。

そこで、世田谷区では、21世紀に向けた新たな指針として、「生活者の視点に立った

平和で豊かな生活文化都市の実現」を目指し、5つの将来像を掲げた新たな基本構想を

平成6年（1994年）9月に策定しました。

これに基づき、平成7年（1995年）度を初年度とする基本計画を、「地域・生活者」

「協働・共生」「自治・改革」の3つの視点に立って策定し、「世田谷型福祉システムの

展開」や「環境とともに生きるまちづくり」などの5つの重点計画を掲げ、基本構想・

基本計画の実現に向けて、さまざまな施策を実施してきました。

その後、この基本計画の想定を大きく上回る急激な少子・高齢化や情報化の進展、

バブル崩壊後の長引く景気低迷、地方分権一括法の制定、都区制度改革、介護保険制

度の導入といったさまざまな社会変化や制度改革を受け、平成12年（2000年）3月には、

基本計画を調整する計画を策定しました。この調整計画では、特に新たな区政運営の

仕組みとして、区民、事業者などと行政との協働・連帯による施策の展開や、行政施

策の評価・見直しなどの新たな政策形成の仕組みの創造、一層の行政改革の推進を打

ち出し、区政改革に取り組んできました。

10 第1章　計画の趣旨
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計
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こうした経過を経た今日、区民の自治意識は益々高まり、基礎的自治体である世田

谷区は、区民に最も身近な総合的な行政主体として、これまで以上に自律性の高い行

政運営を進めていくことが求められています。

大都市行政を担う東京都と特別区の関係では、地方分権の時代に即した役割分担の

明確化や財源配分のあり方などの課題があり、自治体としての自主性と自律性を高め

るために、引き続き都区制度の改革に取り組んでいく必要があります。

また、高度情報化の飛躍的な進展と社会経済のグローバル化、それに伴う働き方や

住まい方、消費など人びとのライフスタイルが大きく変容し、これまでの政治や行政、

経済などの社会システムが抜本的改革を迫られています。行政に求められる役割も変

わってきており、「官から民へ」の流れが加速する中、区もさらなる構造改革を進めな

ければなりません。

さらに、犯罪の増加や自然災害をはじめ、さまざまな事件・事故が発生し、日本の

安全神話が急速に揺らぎはじめ、区民の間では生活の不安が増してきており、安全で

安心して暮らせる地域社会の実現が強く求められています。

このような社会状況の変化を受けて、世田谷区は、新たに基本計画を策定し「魅力

あふれる　安全・安心のまち世田谷」を実現するために、向こう10年間の目標として、

5つの「将来目標」を定めました。さらに、区民や事業者などと行政が力を合わせ、こ

れまで培ってきた世田谷区の先進性をさらに発展させ、魅力を高めていくための取り

組みとして、５つの「重点的取り組み　－リーディングプロジェクト－」を掲げました。

世田谷区は、この基本計画を今後10年間の新たな指針とし、区民の信頼に応える区

政運営を推進していきます。
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12 第1章　計画の趣旨

世田谷区基本計画は、区民とともに、「魅力あふれる　安全・安心のまち世田

谷」を実現することを目指し、平成17年（2005年）度から平成26年（2014年）度

までの10年間に区が重点的に取り組む施策の方向性を明らかにした区政運営の基

本的な指針です。

この基本計画では、これまで区民、事業者の主体的な活動により築かれてきた

世田谷という地域社会を、区民自治と協働を基調とし、地域の資源を最大限に活

用しながら、さらに発展させていくものです。

また、基本計画は、区の各行政分野の個別の計画を総合的に調整する指針の役

割を果たし、中期的展望に基づき、具体的な事業を推進する「世田谷区実施計画」

と行政改革・経営改革の方向性と取り組みを明らかにした「世田谷区行政経営改

革計画」によって、具体的な施策を推進していきます。

計画の位置づけ1

「世田谷区基本計画」は、（１）計画の趣旨、（２）計画の考え方、（３）将来目

標、（４）主要テーマの展開、（５）重点的取り組み　－リーディングプロジェク

ト－、（６）計画の推進に向けての6章により構成されています。

計画の構成2

基本計画策定の趣旨、計画の位置づけや性格を明らかにしています。計画の趣旨

基本計画全体を貫く基本的考え方を示し、計画の前提となる各種の指
標を分析して、世田谷区の現況を明らかにしています。

計画の
考え方

10年後の世田谷区の将来目標を設定するとともに、まちの目指すべき
姿である都市像を描いています。将来目標

将来目標を達成するために、重点的に取り組むべき「主要テーマ」に
ついて、現況と課題、解決の方向性を表しています。

主要テーマ
の展開

世田谷区が将来的に先進都市として発展し続けるために、区民と行政
が幅広く知恵と力を合わせ、解決・実現する象徴的・先駆的な取り組
みです。

重点的取り組み
リーディングプロジェクト

基本計画に掲げた取り組みを推進していくために、行財政運営や執行
体制の改革について、解決の方向性を表しています。

計画の推進
に向けて
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世田谷区基本計画は、将来目標の実現に向けて区民、事業者、行政が協働し、

取り組んで行くことを基本としています。そのため、行政の視点から体系化した

分野別の計画にするのではなく、区民の立場に立って、課題別に分かりやすく活

動や取り組みの目的を示す計画としました。

また、目標達成に向けて、「重点的取り組み　－リーディングプロジェクト－」

や実施計画事業には、目標となる水準として成果指標を掲げました。これは、事

業量や予算額だけでなく、どれだけ区民ニーズにこたえているかという視点で、

取り組みの進捗状況をとらえるために設定したものです。あわせて、成果の推移

と達成状況を定期的に把握し、評価して、区民に分かりやすく公表していきます。

計画の特徴3

基本計画は、平成17年（2005年）度から平成26年（2014年）度までの10ヵ年の

計画です。今後の地方分権の進展など、世田谷区を取り巻く社会経済情勢が大き

く変化したときには、必要な調整を図っていきます。

計画の期間4
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計画の考え方

第2章

基本的考え方

区民主体のまちづくり

協働の推進

新たな時代にふさわしい自治体経営の推進

世田谷区の状況

人口

都市としての性格

地域での活動主体

公共施設

財政状況

地方分権

「計画の考え方」では、基本計画全体を貫く3つの考え方を示し、今後

の取り組みに反映していくとともに、計画策定の基本となる世田谷区の状

況を明らかにします。



16 第2章　計画の考え方

この基本計画は、今後10年間をとおして、区民とともに実現を目指す将来目標とし

て「魅力あふれる　安全・安心のまち世田谷」を掲げました。

社会の急激な変化と、それに伴う区民のライフスタイルの変容は、公共の領域への

民間事業者等の進出と相まって、行政に求められる役割を大きく変えつつあります。

こうした中、区には、分権時代にふさわしい自治体像と社会変化に対応した行政の

役割の転換を見据えながら、区民にもっとも身近な地方政府として、区民の将来への

不安の解消に努め、区民生活の安全と安心を確保する責務があります。

地方分権改革が進められる中、より一層の権限の拡充と財政基盤の確立を図り、自

律性をもって区政運営にあたり、区民の自己実現が可能となる地域社会を形成してい

くことが求められています。

そのため、区は、主体性と責任をもって、こうした行政の役割を果たしていくととも

に、協働とコミュニティの展開に基礎をおいた区民自治の推進により、将来目標を実

現していくことを目指し、以下をこの計画の基本的な考えとしています。

基
本
的
考
え
方

第

1
節

区は、豊かな地域社会の形成には区民参加による区政実現が欠かせないとの見

地から、これまで一貫して「区民主体のまちづくり」を進めてきました。

この中で、文化・スポーツ活動やまちづくり、支えあい活動など、豊かな区民

文化と新たなコミュニティ形成を目指した取り組みが活発に行われるとともに、

区民一人ひとりの主体的な活動が、地域の身近な課題の解決に大きな役割を果た

してきました。

こうした区民の力を活かして、高齢者や子育て世代への支援、災害時の助けあ

いや環境問題への取り組みなど、社会変化に伴い増大し多様化する地域の課題を

解決していくには、地域におけるコミュニティの一層の強化と区民の主体的な活

動が不可欠です。

世田谷区は、区民の自主性を尊重したコミュニティづくりの積極的な支援を進

めるとともに、地域社会を構成する区民、事業者等が、さまざまな問題の解決に

自ら主体的にかかわり、それぞれに応じた役割を果たすことをとおして、自助・

自律に基づく区民自治が発展することを目指します。

区民主体のまちづくり1

国と地方、東京都と特別区の新たな関係と役割分担の中で、世田谷区は、自主

性と自律性をもった区政運営を進め、基礎的自治体として地域の行政を総合的に

担うことが求められています。

協働の推進2
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分権改革の進展により、区の役割や実質的な権限が拡大する一方で、国、地方

の関係における税財源の確保の問題を含め、今後も中長期的に厳しい財政状況が

続くことが予想されます。

少子・高齢化や災害への備えなど増大する区民ニーズに対し、これからの行政

は、サービスの目的や対象、提供主体や事業手法などを、適切に選択していく施

策の形成手法とサービス提供の仕組みの確立が必要になります。

また、サービスの提供にあたっては、さまざまな規制改革の中で、公共的サー

ビス分野の一角を担うようになった民間の活力の積極的な活用と、区民の目線に

よる成果重視の計画立案や実施が求められています。

一方、暮らしやすさやサービスの質の違いで自治体が比較され選択される時代

となっています。先進自治体として世田谷区は、誰もが安心して暮らせる安全・

安心のまちの実現や、まちの魅力を発信しブランド力をさらに高めていく取り組

みを、区民とともに戦略をもって進め、住みたいまち、住み続けたいまちとして、

住民に選ばれる自治体を目指さなければなりません。

世田谷区は、豊かな環境や文化、人材・企業・団体など地域の資源・財産を最

大限活用することにより、効果的・効率的なサービスと総合的なまちづくりを展

開し、今後とも、住民から選ばれる自治体として発展することを目指して、新た

な時代にふさわしい自治体経営を推進していきます。

新たな時代にふさわしい
自治体経営の推進

3

一方で、世田谷区では、町会・自治会をはじめとする区民団体やボランティア、

ＮＰＯ、企業が、福祉や教育、まちづくり、環境問題など、さまざまな分野で活

躍しており、住まい方や働き方など区民生活の多様化が進む中で、公共的な役割

を担う場面を増やしています。

区は、行政の責任領域を見定めた上で、地域で活動を繰り広げる区民、事業者

等と、これまで主に行政にゆだねられてきた公共の領域において新たな関係を発

展させ、連携・協働の一層の充実を図り、区民生活に必要なサービスを総合的に

実現することが必要となっています。

世田谷区は、この基本計画をとおし、活力ある地域社会の実現に向けて、区民、

事業者等との連携・協働を一層発展させていきます。



18 第2章　計画の考え方

世
田
谷
区
の
状
況

第

2
節

世田谷区の人口は、平成7年（1995年）以降増加し、平成17年（2005年）1月1日

現在で819,317人（住民基本台帳人口804,730人、外国人14,587人）で過去最高を記

録しています。

人口動態の特徴としては、自然増減（出生数から死亡数を減じたもの）の増加

より社会増減（転入者数から転出者数を減じたもの）の増加による人口の変動が

大きいことがあげられます。社会増減の特徴として、15～24歳を中心とした若年

層が多く転入し、その後、緩やかに転出していく傾向があります。

人口1
（１）人口の推移

自然増減と社会増減の推移 （人） 
6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000
735 904 897 783 1,013 826 591750 

0
平成 
7年 

平成 
8年 

平成 
9年 

平成 
10年 

平成 
11年 

平成 
12年 

平成 
13年 

平成 
14年 

平成 
15年 

平成 
16年 

社会増減 
自然増減 

出典：世田谷区統計書 

588 569 

1,737 

1,904 

3,739 

2,151 

3,410 
3,701

5,141 

4,0324,017 
4,310 

羽根木公園プレーパーク　
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世田谷区の人口（住民基本台帳人口）は、今後とも微増を続け、平成26年

（2014年）には、約82.0万人程度になると推測されます。その後も、人口は緩やか

に増加を続け、平成33年（2021年）には約82.4万人でピークに達した後、減少に転

ずると推測されます。

（２）人口／今後とも微増傾向

総人口（住民基本台帳人口）および3階層別人口の推移及び将来推計 
（人） 

900,000

800,000

700,000

600,000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0
平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成26年 

762,007 779,974 804,730 814,894 820,361

11.5% 10.8% 10.8% 11.3% 11.4%

75.0% 73.7% 72.2% 70.4% 69.1%

13.5% 15.5% 17.0% 18.4% 19.5%

出典：新たな基本計画の検討資料③―世田谷区将来人口の推計（平成15年） 

■ 年少人口　■ 生産年齢人口　■ 老年人口 

人口の年齢別構成比を見ると、年少人口（0～14歳）は、現在の10.8％から平成

26年（2014年）には11.4％に高まり、実数も約9.3万人に増加すると推測されます。

これは、子育て世代である20歳台、30歳台の転入が今後も続くと考えられるから

です。しかし、その後は、平成27年（2015年）をピークに減少傾向に移り、世田

谷区の少子化は、さらに進むことになります。

一方、老年人口（65歳以上）は、いわゆる団塊の世代が平成22年（2010年）か

ら65歳に達するのに伴い、現在の17.0％から平成26年（2014年）に、19.5％へと急

速に高まり、実数も約16.0万人となり、高齢化は急速に進むと推測されます。その

後の推計では、老年人口は微増状態で推移します。

（３）年齢構造／年少・老年人口とも増加
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世帯数は年々増加を続け、平成17年（2005年）1月1日現在で、412,980世帯と過

去最高を記録しています。世帯種別を見ると、夫婦のみ世帯と単独世帯の割合が

増加している一方で、夫婦と子ども世帯の割合が減少しており、世田谷区の世帯

の小規模化が進んでいます。

また、世帯数は今後も増加すると考えられます。特に、高齢者については、単

独世帯数が他の世代に比べ、大幅に増加するものと推測されます。

世田谷区は、通勤・通学による他区市からの流入人口よりも他区市へ流出する

人口が多い状態となっています。昼間人口比率（昼間人口／常住人口）は、年々

増加をしており、平成12年（2000年）では、89.9％となっています。

（５）昼間人口

家族類型別世帯割合の推移 

平成2年 

平成7年 

平成12年 

■ 夫婦のみ　　　　　■ 夫婦と子供　■ ひとり親と子供 

■ その他の親族世帯　■ 非親族世帯　■ 単独世帯 

出典：国勢調査（総務省） 

14% 29% 6% 7% 44%

1%

15% 26% 6% 6% 46%

1%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

24% 6% 5% 47%

1%

（４）世帯数／増える単独世帯
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世田谷区の面積は、5,808haであり、土地利用の約9割を住居系が占め、住宅地と

しての特徴を色濃く示しています。また、用途地域も、多摩川とその河川敷を除

き、約92％が住居系として指定されています。その反面、商業系、工業系の用途

地域は、約8％と少なくなっています。

都市としての性格2
（１）住宅地としての特徴をもつ世田谷

世田谷区内の緑は、国分寺崖線
※
の樹林地や多摩川の河川敷、社寺林、屋敷林な

どの民有地のまとまった緑が中心ですが、市街化の影響を受け、減少傾向にあり

ます。これまでも公園の新設や、区内の貴重な緑の公有地化や屋上緑化などの取

り組みを行っていますが、樹木、芝などで覆われた土地の割合を示す緑被率は、

昭和48年（1973年）の33.9％から、平成13年（2001年）には、20.5％まで減少しました。

（２）自然的環境の減少

23区との用途地域別面積構成比の比較 

世田谷区 

23区 

0%

5,184

34,405 10,527 13,217

3,606

438

58
128

20% 40% 60% 80% 100%

単位：ha

■ 住居系　■ 商業系　■ 工業系　■ 用途地域無指定 

出典：平成15年特別区の統計 

※【国分寺崖線】
太古の昔（約6万～3万年前）に、多摩川が武蔵野台地を浸食す
ることにより誕生した、延長約30kmにも及び連続する崖の連な
りである。このうち、区内の野川・丸子川沿いの崖線は延長約
8kmである。
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世田谷区は、都市基盤が追いつかない状況で急速に市街化が進んだために、狭

あい道路が残存し、接道不良の敷地が北東部を中心に多く存在しています。また、

昭和56年（1981年）に施行された現在の建築物耐震基準（新耐震基準）以前の建

築物や耐火率の低い箇所も北東部を中心に広がっています。

（４）災害発生時の安全性

良好な住宅地である世田谷区は、近年、相続等に伴う宅地の細分化や企業等が

売却した大規模な未利用地の高度利用により、ミニ開発やマンションの高層化が

進んでいます。

（３）細分化や高層化が進む住宅地

住宅の種類別住宅数の推移 

1,159

1,459

出典：都市計画概要2003（世田谷区） 

0 50,000 100,000 150,000 200,000
（戸） 

■ 1,2階　■ 3～5階　■ 6階以上 

平成13年 135,913 26,805 164,177

平成8年 133,913 19,863 154,935

新耐震基準以前の木造建物棟数密度の分布

出典：都市計画概要2003
（世田谷区）

50棟／ha以上の街区

30棟／ha以上 50棟／ha未満の以上
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道路の整備状況を見ると、幹線道路はほぼ完成していますが、補助幹線道路や

主要生活道路の整備は遅れており、その完成率は約30％と低く、スムースな移動

の阻害や渋滞に伴う都市の安全性の低下などさまざまな問題が発生しています。

また、東西へ移動する鉄道・バス網は発達していますが、南北方向への交通網は

未発達であり、交通不便地域
※
が区内に残っています。

（５）基盤整備の状況

※【交通不便地域】
世田谷区では直線距離で鉄道駅から500m、バス停からも200m
以上離れている地域と考えている。区全体の約2割の面積を占め
ている。

都市計画道路網図

（注）この図は、世田谷区内の都市計画道
路のうち、幹線道路、補助路線街路および
都市高速道路について示したものです。

完成
事業中
未完成

出典：都市計画概要2003（世田谷区）
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世田谷区内には約200の町会・自治会があり、地域活動の中心として機能してき

ました。しかし、年々、その加入率は減少しており、平成16年（2004年）には

60.5％まで下がっています。

区内には、町会・自治会への高い加入率が維持されている世田谷、北沢地域と

加入率が50％前後まで下がっている玉川、砧、烏山地域があります。

地域での活動主体3
（１）町会・自治会

地域別町会・自治会加入率の推移 

90

85

80

75

70

65

60

55

50

45

40
平成7年 平成8年 平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 

出典：世田谷区資料 

85.3

81.1 79.8

69.2

60.6

49.1
47.4

49.3

68.5

62.9

56.8

50.6

52.0

71.3

66.0

62.2
54.1

52.8

世田谷地域 北沢地域 

玉川地域 烏山地域 

区全体 

砧地域 

85.3

81.1 79.8

69.2

60.6

49.1
47.4

49.3

68.5

62.9

56.8

50.6

52.0

71.3

66.0

62.2
54.1

52.8

（%） 

町会・自治会活動風景
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世田谷区では、ＮＰＯやボランティアがさまざまな分野で活躍し、地域を活性

化し支える力となっています。現在、区内ＮＰＯ法人数は、約200団体あり年々増

加しています。

（２）ＮＰＯ・ボランティア

NPO法人年度別認証数の推移 

0

10

20

30

40

50

60

70
（法人） 

平成11年度 平成12年度 

（注）平成16年度は、平成17年2月28日現在の数 

平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 

出典：東京都資料 

■ NPO法人認証数 

23

29

23

38

64

39

世田谷区には、一部他自治体への移転が進んだものの、大学、短大、専修学校

が数多くあり、学生の地域活動への参加は、今後のまちづくりにとって、大きな

存在となっています。

（３）大学等

大学・専門学校などの学生数の推移 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000
（人） 

平成13年 平成12年 平成14年 平成15年 平成16年 

3,633

7,652

73,287

3,950

76,292

6,453

3,981

5,716

74,964

3,657

5,678

65,745

2,518
3,793

5,755

68,629

出典：学校基本調査（文部科学省） 

■ 各種学校 
■ 専修学校 
■ 大学 
■ 短期大学 

2,786 2,708 2,700

2,437
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また、産業別で見ると、第3次産業が全体の約90%を占めており、サービス型産

業が世田谷区の産業の主力となっています。第3次産業の中では、卸売業や小売

業・飲食店、教育、福祉などの地域に密着した産業の割合が高い状況です。

産業別従業者数の構成 

情報通信 3%

第2次産業 12.2%

第3次産業 87.6%

第1次産業 0.2%

電機・ガス・熱供給・水道業 1%

運輸業 5%

卸売・小売業 27%

金融・保険業 2%

不動産業 3%

飲食店・宿泊業 11%

医療・福祉 9%

教育・学習支援 10%

サービス業（他に分類されないもの） 14%

複合サービス事業 1%

公務（他に分類されないもの） 2%

出典：平成13年事業所・企業統計調査（総務省） 

世田谷区では、経済状況の停滞の影響もあり、事業所の総数は減少しています。

従業者規模別事業所数で見ると、1～4人の小規模の事業所数が大幅に減少してい

るものの、5人以上の従業者がいる事業所数は、近年増加しています。

（４）事業所

従業者規模別事業所数の推移 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
（事業所） 

平成8年 平成11年 

18,879

6,172

2,871
2,444

30,366

18,097

5,525

2,680
2,108

28,410

平成13年 

17,040

5,669

2,826
2,401

27,936

出典：平成13年事業所・企業統計調査（総務省） 

■ 1～4人　■ 5～9人　■ 10～19人　■ 20人以上 
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平成16年（2004年）1月現在、区の公共施設（建物等）は、720施設100万m2以上

の延べ面積に達し、人口規模や産業構造が類似する全国自治体の標準モデルと比

較した場合、整備の水準は概ね上回っています。その反面、施設建築年数の古い

施設が多く、今後10年間で、建築後45年以上となり改築の必要性が生じてくる施

設は77件にのぼります。さらに、維持管理コストや施設の修繕、改修経費も増加

しており、今後は、人口規模・人口構成の変動や、将来にわたる施設需用の動向

を見据えた上で、地域の実情に応じた必要な機能の適正な配置が課題となります。

公共施設4
（１）施設の運営管理経費の増大と目立つ施設の老朽化

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20
（件） 

18 18
16

13

3

9

今後10年間で改築が必要となる公共施設と種別 

（注）築45年で改築するとした場合 

小
学
校
・
中
学
校 

保
育
園
・
幼
稚
園 

庁
舎
・
出
張
所 

集
会
施
設
等 

福
祉
関
連
施
設 

そ
の
他 

13

3

9

出典：公共施設整備方針（世田谷区） 
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財政状況5

区の歳出（一般会計）は、平成12年（2000年）度の都区制度改革により、清掃

事業などの事務事業が移管されたことなどから、行政運営費が年々伸び続けてい

ます。人件費は、歳出全体の22～25％程度で推移しています。一方、投資的経費

は、景気低迷により予算規模が縮小してきた中で、平成11年（1999年）度以降は

減少傾向にあります。

また、高齢化の進展と長期にわたる景気低迷の影響により社会保障費が増加し

ています。

（２）歳出

区の歳入（一般会計）は、特別区税や特別区交付金などの一般財源が、65～

77％程度で推移しています。このうち、特別区税は、平成11年（1999年）度から

実施された恒久的減税により減収となりましたが、徴収努力の強化等により約

1,000億円で推移しており、歳入全体の42～50％程度を占めています。

（１）歳入

一般会計歳入決算の推移 （百万円） 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

229,431 233,757 229,538 231,238
209,556 210,103 

出典：世田谷区決算概要 

■ 特別区税　 
■ 特別区交付金 
■ 地方特別交付金 
■ 住民税等減税補てん債 
■ その他（地方譲与税等） 

一般財源 
■ 国庫支出金　 
■ 都支出金 
■ 特別区債 
■ その他 
　（使用料及び手数料等） 

特定財源 

一
般
財
源 

特
定
財
源 
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一般会計歳出決算の推移（性質別） （百万円） 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

平成10年度 

37,202

134.856

50,459

平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

40,101 31,377 31,596
28,039 29,234

138,563 139,414 135,630 124,593 125,771

50,169 53,952 53,843 52,040 50,437

222,517 228,833 224,743 221,070
204,672 205,442

出典：世田谷区決算概要 

■ 人件費　■ 行政運営費　■ 投資的経費 

今後の行政需要では、一層の高齢化が進むことから、社会保障費の伸びが続き

ます。加えて、高度成長期の学校をはじめとする公共施設の建設ラッシュが影響

し、施設の改築時期が集中することで財政負担が増加します。また、区民の安全

安心な生活の基盤となる道路、公園などの整備にも着実に取り組まなければなり

ません。

平成16年（2004年）度に入り、企業収益を中心に景気の回復が見込まれており、

平成17年（2005年）度以降の税収は、緩やかではあるものの、増収に転じると推

測されます。しかし、国の財政構造改革や、都の行財政改善に伴う補助金の見直

しが進められており、今後、都区財政調整制度の改革も見据え、より一層の自主

性・自律性が発揮できるよう自主財源の確保と健全な財政運営に努める必要があ

ります。

（３）今後の推移
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地方分権6
平成12年（2000年）の地方分権推進一括法の施行により、「対等」という原則

にもとづき機関委任事務の廃止など、国と地方の役割分担・関係性が一新され、

地方分権改革は新たな第一歩を踏みだしました。

住民に最も身近で総合的な行政主体である基礎的自治体が、これまで以上に自

主性と自立性を向上させ、十分な権限と財政基盤を有し、高度化する事務に的確

に対応するためには、基礎的自治体と広域自治体のあり方や、地方税財政のあり

方を改革し、税財源基盤を確立するなど、引き続き分権改革を促進する必要があ

ります。

この間、国の地方制度調査会において、基礎的自治体については、市町村合併

のさらなる推進や権限委譲を視野に入れた大都市制度のあり方、住民自治の充実

や行政と住民の協働の推進を目的とする地域自治組織のあり方など、多岐にわた

り議論が行われてきました。また、広域的自治体のあり方では、広域の圏域にお

ける効果的な行政の展開の視点から、あらためて都道府県の役割や都道府県に代

わる広域自治体としての道州制導入の議論が進められています。

地方税財政のあり方についても、「三位一体の改革」により、国から地方への

税源移譲、国庫補助負担金、地方交付税などの取り扱いについて、一定の道筋が

示されましたが、地方分権改革の本旨からすれば、未だ不十分な内容となってお

り、より一層の改革が求められています。

都においても、大都市の一体性の確保を前提として、広域自治体である都と基

礎的自治体である特別区の役割分担のあり方や、特別区の統合再編の可能性も含

めた大都市行政のあり方が検討されています。

このような状況の中で、世田谷区は、首都東京の大都市行政を担う自治体であ

るとともに、82万区民を擁する基礎的自治体として、区民自治を基調としながら、

新たな時代にふさわしい自治体のあり方を模索し、改革を進めていく必要があり

ます。
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将来目標

安全で安心なまち

魅力的で活力あふれるまち

健康でやすらぎのあるまち

世田谷の文化を育み、未来が輝くまち

区民が創るまち

都市構想図

今後10年間、区民とともに実現を目指す5つの将来目標を設定しました。

目標に向けた取り組みを進め、「いつまでも住み続けたい『魅力あふれる安

全・安心のまち世田谷』」を実現していきます。

第3章　将来目標 31

将来目標



1安全で安心なまち
世田谷区は、区民が安全で安心して暮らせるまちを目指します。

○密集市街地を中心に、道路、公園などの都市基盤の整備や避難路の沿道整備を進

め、安全なまちを目指します。

○地域におけるコミュニティの醸成に努め、ハード・ソフト両面から災害に強い安

全なまちを目指します。

○地域社会のつながりや見守りあいを大切にして、犯罪のないまちを目指します。

○ユニバーサルデザインの視点から道路空間の整備を進めるとともに、総合的な交

通ネットワークを確立し、誰もが安全で移動しやすいまちを目指します。

○子どもから高齢者まで誰もが、地域でともに支えあい必要なサービスを享受でき、

地域で安心して暮らせるまちを目指します。

2

3

魅力的で活力あふれるまち
世田谷区は、そこに住み、働き、生活する人びとだけでなく、買いものや観光
などでそこを訪れる人びとにとっても、魅力的で活力あるまちを目指します。

○世田谷区内で育まれてきた商店街や都市農業などの産業、また地域風景や文化資

源等の魅力・価値を大切にし、それらの地域資源が活かされる魅力的なまちを目

指します。

○世田谷区の地域資源を活用し、世田谷区特有の新たな産業・企業が活発に生み出

される活力あるまちを目指します。

○地域のにぎわいの核の整備に加え、区民、町会・自治会、ＮＰＯ、産業、大学等

の連携・協働によって地域の新たな魅力を創造し、活力あるまちを目指します。

健康でやすらぎのあるまち
世田谷区は、子どもから高齢者まで、区民一人ひとりが、健康で、お互いを思い
やり、理解し合えるようなやすらぎのあるまちを目指します。

○生活を営む上でうるおいをもたらす水と緑や、優れたまちなみの保全・回復・創出

に努め、区民がやすらぎを持って暮らせるまちを目指します。

○区民、事業者が、省エネルギーや省資源、ごみの発生・排出抑制など環境に配慮

した行動を自ら率先して行うことにより、将来世代に負担を残さない社会の実現

を目指します。

○区民一人ひとりが「自らの健康は自分でつくる」という考えを常日頃から実践で

き、いつまでも健康な生活をおくることができるまちを目指します。

○区民相互の支えあいによって、高齢者・障害者が住み慣れた地域でいつまでも健

康で、安心して住み続けられるまちを目指します。

将
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4世田谷の文化を育み、未来が輝くまち
世田谷区は、区民が豊かな地域文化を愛し育むまちを目指すとともに、地域に根ざ
した教育を推進し、豊かな人間性や知力、体力を身につけ、次代を担う個性あふれ
る子どもが育つまちを目指します。

○地域の参画による学校づくりを行い、次代を担う人材を育むまちを目指します。

○子どもたちが、さまざまな人やものにふれあい、学習をとおして多様な個性や才

能を伸ばせるまちを目指します。

○誰もが安心して子育てができ、次代を担う子どもたちが、夢や希望を持ち、いき

いきと育つまちを目指します。

○世田谷区内の文化資源が、生活の質や地域の活力の向上につながるまちを目指し

ます。

区民が創るまち
世田谷区は、主役である区民が人権の尊重や男女共同参画などの視点に立ち、人び
との多様性を認めあい、区民の手によってすべての人に開かれた地域社会を創り、
育てていくまちを目指します。

○世田谷区に住み、働き、学ぶ人たちが、主体的に地域の活動に参加し、活き活き

としたコミュニティのあるまちを目指します。

○地域に関する情報や課題を共有し、区民や事業者が区政へ参画できるまちを目指

します。

○地域の課題の解決に向けて、区民、事業者、行政の間で情報の共有と、適切な役

割分担をすることにより、各主体が責任を持って連携しながら行動するまちを目

指します。

○男女が互いにその人権を尊重し、責任を分かち合い、互いに協力し合って、それ

ぞれの個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会を目指します。

5



にぎわいの拠点は、世田谷区の顔としての魅力と風格を備え、さまざまな交流

のある活気に富んだ核として位置づけ、商業・業務機能、文化・交流機能の集積

を高めるとともに、豊富な地域文化資源などを積極的に活用しながら、土地の有

効利用を図ります。

にぎわいの拠点1

地域生活拠点は、区民の日常生活における商業・文化・行政サービス等の核

として位置づけ、商店街の環境整備などにより、魅力あるまちづくりを推進し

ていきます。

地域生活拠点2

都市に求められる多様な機能を集積し、人・もの・情報を広域的
に集め、さまざまな出会いや交流を促進するために形成します。拠 点

世田谷区の５つの将来目標の実現に向け、総面積5,808haの中で82万人が住む世田谷

区において、「拠点」と「軸」を整備することにより、総合的・計画的に都市空間の形成

を図ります。

国分寺崖線及び多摩川水際線をみずとみどりの軸として位置づけ、区民にう

るおいを与える憩いの場として、その保全・整備を図ります。

みずとみどりの軸1

拠点連携軸は、区内各拠点やそれらと周辺区市との広域的な連携を図るため

の軸として位置づけ、公共交通機関や主要幹線道路の整備などにより形成しま

す。そして、各拠点間の連携・交流を活発にするとともに、各拠点機能の充実

を図ります。

拠点連携軸2

人・もの・情報の動きを活発化させるとともに、良好な生活環
境の快適性を向上させるために形成します。軸

都
市
構
想
図
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第4章
主要テーマの展開
安全で安心なまち
1.地域社会の安全の確保

2.安全に移動できる都市基盤と区民生活を支える公共交通の整備

3.区民生活の安心の実現

魅力的で活力あふれるまち
1.にぎわいのあるまちづくり

2.世田谷だからできる魅力ある産業の振興

健康でやすらぎのあるまち
1.水と緑が豊かで美しいまちなみのある世田谷づくり

2.快適な環境で持続可能な地域社会の実現

3.健康づくり・疾病予防の推進

世田谷の文化を育み、未来が輝くまち
1.次代を担う人づくり

2.安心して子どもを育てられる環境づくり

3.世田谷の文化・個性を活かしたまちづくり

区民が創るまち
1.協働のまちづくり

2.男女共同参画推進のまちづくり

主要テーマは、「将来目標」を実現するための柱となる取り組みです。

「現状と課題」において、世田谷区を取り巻く現況と将来を展望した課題を

整理し、「問題解決の方向性」では、課題解決の基本的な方向と、実現に向

けた取り組みを示しています。

37第4章　主要テーマの展開



（２）現在の建築物耐震基準（昭和56年[1981年]に施行された新耐震基準）以前に建築さ

れた建物の中には、十分な耐震性を備えていないものが含まれており、大地震が発

生した場合に大きな被害を受ける危険性があります。

（１）世田谷区には、道路の幅員が狭く木造住宅が密集した地域が数多く残っています。

地震等の災害が発生した場合、このような場所で大きな被害を受ける危険があるだ

けでなく、避難所への避難や緊急救助活動の支障となる可能性もあります。災害時

の被害を最小限にするため、木造住宅の密集地域の改善に向け狭い道の解消や建築

物の不燃化を進め、災害に強いまちにする必要があります。

地域社会の安全の確保1
現状と課題

（３）これまでの地震や水害などの大規模災害による教訓から、災害に対しては自らが

備えることが一番重要です。しかし、危機管理意識の区民への浸透は十分とは言え

ません。防災区民組織を充実し、地域の防災力を高めるとともに、災害時に迅速・

的確に対応できるよう区全体として防災・危機管理体制を強化する必要がありま

す。

安
全
で
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ち
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木造住宅密集地域の現状

出典：防災都市づくり推進計画（東京都）

木造住宅密集地域
行政区域境界線
河川・海
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（４）世田谷区内における空き巣などの侵入窃盗の発生件数は、平成14年（2002年）に

東京都内で最多となってしまいました。その後の取り組みにより発生件数は減少し

ていますが、犯罪からまちを守るためには、区民、事業者、行政が連携し、犯罪を

未然に防ぐ防犯の取り組みを強化していくことが必要です。

侵入窃盗発生件数上位5区（平成14年） 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000（件） 

足立区 

江戸川区 

練馬区 

杉並区 

世田谷区 

侵入窃盗 

出典：警視庁資料 
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（1）

（2）

木造住宅密集地域を改善し、幅員の狭い道路を解消します。

①建築物の不燃化や道路、小広場の計画的な整備により、世田谷地域と北沢地域に

広がる密集市街地の解消を進めます。

②狭あい道路を解消することにより避難路・緊急車両の進入路を確保します。

まちの安全性を高めます。

①建築物の耐震診断を進めるなど、現在の建築物耐震基準（新耐震基準）を満た

していない建築物の改善を図り、災害に強い街づくりを進めます。

②総合治水対策に基づき下水道改善、雨水流出抑制施設整備など東京都と連携を

図り、水害のない街づくりを進めます。

1 ハード・ソフトの両面から災害に強いまちを目指します。

問題解決の方向性
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（3）防災意識の啓発・自主防災力を強化します。

①地震や洪水などによる被害を想定したハザードマップを活用してまちの防災意

識の向上を図ります。

②被害の発生と拡大を最小限に抑えるために、身近なところで行われる防災訓練な

どをとおして、「自らの命は自ら守る」という自助の考え方や「自分たちのまちは

自分たちで守る」という共助の考え方の普及を図ります。

③身近なところでの防災活動を活発化させるため、防災を担うリーダーを自主防

災組織ごとに育成し、実情に即した実践的な防災訓練を行い、地区の自主防災力

を強化します。

④区職員への防災に関する教育や区民との訓練をとおし、危機管理意識の向上を

図りながら、危機管理体制の強化を図ります。

（1）各関係機関との連携を図り、身近な犯罪・事故を防止するとともに区民の
自主的な防犯活動を支援します。

①地域での防犯リーダーの育成や研修会の開催などにより、防犯に対する意識の

啓発や知識の普及を行うとともに、区民の自主的な防犯活動を支援します。また、

犯罪を誘発する要素を極力減らすために、公園の夜間照明など犯罪が発生しにく

い環境づくりを進めます。

②子どもが犯罪や事故に巻き込まれないよう、保護者と子どもを対象にして、犯

罪や事故に対する対応能力を高める取り組みを実施します。

2 区民、事業者、行政の連携により犯罪・事故のないまちを
目指します。
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（１）世田谷区内には、高齢者や障害者が、鉄道駅から周辺商業施設や公共施設にスム

ースに移動しづらい場所が数多く存在しています。今後、本格的な高齢社会を迎え

るにあたり、駅や商店街を中心とした総合的なバリアフリー化が求められています。

（２）現在、多くのＮＰＯ、ボランティアや事業者によって、一人では移動が困難な高

齢者や障害者を対象に移送サービスが行われています。しかし、移動が困難な人た

ちのニーズに量的に十分対応できているとは言えない状況にあります。今後、高齢

者や障害者が自立した地域生活を送るうえで、良好な移動環境の整備が重要です。

（３）まちでの暮らしや営みを支えている道路は、子どもから高齢者まで安全に通行で

きるものでなければなりません。歩道が未設置の場所や段差、見通しの悪い交差点、

さらには電柱や放置してある自転車などにより、安全な通行が妨げられている状況

を計画的に解消する必要があります。

（４）世田谷区内で整備が計画されている道路のうち、幹線道路を除くと、補助幹線道

路や主要生活道路の整備率は依然として約30％と低く、主要な幹線道路へのアクセ

スも不十分です。このため交通渋滞や住宅街への通過車両の進入など、区民生活の

快適性・利便性が損われています。地域の住環境と調和させながら道路ネットワー

クの総合的な整備を進める必要があります。

安全に移動できる都市基盤と
区民生活を支える公共交通の整備

現状と課題

2
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混雑時旅行速度の比較 

甲州街道 
（南烏山六丁目） 

玉川通り 
（新町二丁目） 

環八通り 
（船橋二丁目） 

環七通り 
（代田二丁目） 

淡島通り 
（代沢一丁目） 

東京都全域 

全国平均 

0 5 10 15 20 25 30 35 40
（km/h） 

35.0

20.2

19.4

17.2

19.5

16.8

22.3

出典：平成11年度道路交通センサス（国土交通省） 

17.2

16.8

22.3

（５）世田谷区は、主要な鉄道網が東西に伸びており、都心と直接結ばれていますが、

南北を結ぶ公共交通網の整備は遅れています。今後、区内移動の利便性の向上のた

め、こうした交通機関の整備が課題となっています。

1 ユニバーサルデザインの視点から、区民が安全で快適に移動
できるまちを目指します。

問題解決の方向性

区内都市計画道路の整備状況 

全体 

幹線道路 

補助幹線道路 

その他 

0 50,000 100,000 150,000
（m） 

86.9%

41.6%

29.2%

26.0%

出典：世田谷区資料 

完成 未整備 

（注）平成14年3月末現在 

（1）総合的にバリアフリー化を進めます。

①鉄道駅や周辺施設をつなぐ道路などのバリアフリー化を進め、安全で移動しやすい

ネットワークの確保を図ります。
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（1）便利で利用しやすい道路・交通ネットワークの充実を図ります。

①自動車利用から鉄道やバスなどの公共交通機関への利用転換を促進するとともに、

利便性の向上を図るため、エイトライナー
※
やバス路線の充実など、多様な交通手

段を組み合わせた総合交通体系を確立します。

②区内を走る鉄道の連続立体交差事業を促進することにより、開かずの踏切の解消を

目指し、地域間の利便性を向上させ、まちの活性化を図ります。

③外かく環状道路を見据えた広域的なネットワークや幹線道路、主要生活道路などの

整備による総合的な道路ネットワークの構築により、交通渋滞を解消し、まちの便

利さを向上させます。

④区民が主体となって取り組むまちづくりに対して、助成やアドバイス等の支援を行

います。また、土地区画整理事業や地区計画をはじめとするまちづくり手法につい

て、区民に対して積極的に情報提供し、区民参加のまちづくりを推進します。

（2）

（3）

高齢者や障害者などが利用しやすい移動環境を構築します。

①一人では、出かけることが難しい高齢者や障害者などの多様な移送ニーズに対応す

るために、ＮＰＯやボランティアなど、さまざまな主体が連携し、総合的な移送シ

ステムの構築に取り組みます。

安全で歩きやすい歩道環境を整備します。

①誰もが安全に歩け、移動しやすくするため、歩道の確保や段差の解消、障害となる

放置自転車、バイクの放置を減らす取り組みをさらに進めます。

②安全で快適な歩行空間の確保や都市景観への配慮から、電線類の地中化を推進しま

す。

③環境への負荷も少なく、区内での移動に便利な自転車の利用を促進するために、自

転車駐車場や自転車走行空間を整備します。合わせて、危険走行などが行われない

よう、自転車利用のマナー向上に取り組みます。

2 区民生活を支える円滑な道路・交通ネットワークを形成し
ます。

※【エイトライナー】
南北交通の整備、羽田空港への直結等を目指して環状八号線を
主な導入空間とする新たな公共交通システムとして建設を構想
している。環状八号線沿線6区で促進協議会を設置している。
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消費生活センター相談件数の推移 

0

1,000

2,000

3,000

相談件数 

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

平成 
7年度 

平成 
8年度 

平成 
9年度 

平成 
10年度 

平成 
11年度 

平成 
12年度 

平成 
13年度 

平成 
14年度 

平成 
15年度 

3,311
3,693

3,477 3,583 3,710 3,872
4,140

5,058

6,896

（件） 

出典：21世紀型の消費者行政について（世田谷区） 

3,477 3,583

（１）国の構造改革に伴うさまざまな規制緩和や高度情報化の進展など、区民を取り巻

く社会環境が大きく変わってきています。多種多様な商品、サービスが手軽に利用

できるようになる一方、消費者被害が年少者、若者、高齢者を中心に拡大していま

す。こうした消費活動に伴う被害や架空請求による被害などを未然に防止するため、

区民自らの的確な判断が一層重要になっています。

区民生活の安心の実現3
現状と課題

（２）介護保険制度や障害者の支援費制度が導入され、保健福祉サービスは措置から契

約へと利用制度の転換が進み、民間事業者によるサービスの提供が増加しています。

利用者がサービスを適切に選択できるための情報提供や、良質な事業者を確保、育

成するための支援を進めていく必要があります。

（３）保健福祉サービスを活用して在宅生活を送ることには不安があることから、介護

が必要な高齢者やその家族は、依然として施設への入所を希望する現状があります。

住宅の確保や地域での見守りなど、在宅介護サービスの充実に取り組み、高齢者が

住み慣れた地域で生活できる環境を整備することが求められています。
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ひとりぐらし高齢者世帯の将来推移 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

平成17年 平成22年 平成26年 

29,384
32,410

34,510

13,835
14,324

14,944

15,549
18,086 19,566

出典：新たな基本計画の検討資料③―世田谷区将来人口の推計（平成15年） 

■ 75歳以上の単独世帯　■ 65～74歳の単独世帯 

（世帯） 

（４）障害があっても住み慣れた地域で安心して自立した生活を送るために、相談体制

の充実や居住支援、就労支援などの支援策が必要です。また、地域の人びとが障害

や障害者への理解を深めるとともに、個々の障害の状況やライフステージにあった

サービスを選択できる取り組みを進めていくことが重要です。

羽根木公園の梅もぎ
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（1）地域で住み続けられる生活環境を整備します。

①高齢者が住み慣れた地域で、尊厳といきがいを持ち、自立して生活できるよう、高

齢者に対する虐待の予防や地域での見守りのネットワークの形成を区民、事業者、

行政の協働により進めます。

②施設入所から住み慣れた地域での生活へと転換を図るため、既存施設や一般の民家

等を活用した多機能なサービス拠点の整備やグループホームなどに在宅で必要な機

能を付加するなど、地域密着型のサービスを展開します。

2 誰もが安心して地域に住み続けられるまちを目指します。

（1）消費者が自ら正しい選択ができるよう支援します。

①消費者が、自らの価値観に基づき的確に判断できるよう、消費生活に関する情報

を分かりやすく提供するとともに、学習できる環境を整えます。

②消費者被害を未然に防止するため、区民自らが主体となって、学んだ知識、情報を

地域へ還元できる機会を増やすことにより、消費生活に関する意識を高めます。

利用者本位の保健福祉サービスを提供します 。
①保育、介護保険サービスなどの福祉サービスに第三者評価を普及、定着させ、評価

結果を区民に分かりやすく情報提供します。

②保健福祉サービスの質を向上するため、評価結果に基づき、サービス提供主体に対

し、支援・指導する体制をつくります。

③成年後見制度や地域福祉権利擁護事業など、判断能力が十分ではない区民の権利を

擁護する制度を整備し、区民が適切なサービスを選択できるよう支援していきます。

1 区民が安心して生活できるよう自己選択・自己決定が円滑に
できる取り組みを推進します。

問題解決の方向性

（2）
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（2）障害者が地域で自立して生活できるよう支援します。

①日中活動の場の確保やケア機能を持ったグループホームを民間事業者と協働して整

備するなど、障害者が地域社会で自立した生活を送ることができるよう支援します。

②障害者に対して多様な就労の場を整備することで、障害者の社会参加や地域との交

流を促進します。

奥沢福祉園

すきっぷでの就労風景

すきっぷでの就労風景



区内駅別利用人数トップ5（1日平均） 

成城学園前駅 
（小田急線） 

（注1）小田急電鉄・京王電鉄・東京急行電鉄作成資料による 
（注2）平成14年度 
（注3）明大前・二子玉川・下北沢の各駅は他線への乗換人員を含む 
（注4）明大前・二子玉川・下北沢の各駅の乗換人員数はそれぞれ2路線の乗換人員の総数である 
（注5）東急世田谷線は、駅別の乗降人員データがなく、三軒茶屋駅の乗降人員に東急世田谷線の乗降人員は 
　　  含まれない 

三軒茶屋駅 
（田園都市線） 

下北沢駅 
（小田急線・井の頭線） 

二子玉川駅 
（田園都市線・大井町線） 

明大前駅 
（京王線・井の頭線） 

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000
（人） 

398,346

316,530

257,488

107,921

82,339

出典：世田谷区統計書 

乗降人員 

316,530

257,488

（１）世田谷区には、二子玉川や下北沢などに代表される交通アクセスが便利で商業の

集積が高く、多くの人が訪れる魅力的な地域が数多くあります。これらのにぎわい

の拠点や地域の生活拠点をさらに活気にみちた魅力あふれるまちにし、商業地とし

て発展させるために、各駅周辺の商店街の振興を含む総合的なまちづくりを行い、

にぎわいを創出することが重要です。

にぎわいのあるまちづくり1
現状と課題

（２）世田谷区内には、地域に密着している商店街が数多くあります。今後、一層高齢

化が進む中で、地域ニーズにきめ細かく対応できる商店街の重要性は、ますます高

まっていきます。区民生活の質を向上させるためにも、商店街の振興に向けた総合

的な取り組みが必要です。

魅
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地域別小売業商店数及び年間販売額 

世田谷地域 北沢地域 玉川地域 砧地域 烏山地域 

商店数 
年間販売額 

184,378

126,637

255,388

101,082
78,072

1,968
1,590

1,772

861
679

（百万円） 

出典：平成14年商業統計調査（経済産業省） 
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0

500
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（３）世田谷区は、都心からも近く、国分寺崖線や旧道、史跡等の地域風景資産やみど

りが豊富な住宅街を形成しています。また、数多く居住している、映像、美術、文

学、演劇の関係者をはじめ、豊富な文化施設や下北沢、三軒茶屋などの若者文化の

情報発信拠点など、有形無形の資源が多く存在しています。こうしたさまざまな地

域資源を積極的に活用し、世田谷の魅力を発信することにより、地域の活性化と地

域産業の振興を図ることが求められています。

（1）にぎわいの核となる拠点を整備します。

①多摩川や国分寺崖線など、みどり豊かな、交通の結節点や地域の中心的商業拠点

として発展する二子玉川駅周辺において、民間活力による再開発を進め、にぎわ

いの拠点にふさわしい市街地形成を図ります。今後成長が期待される映像・コン

テンツ産業を誘導するなど、多様な魅力を創出し活気のあるまちにします。

②区民、事業者、行政との協働により、道路、広場の整備などにより、下北沢など、

にぎわいのある都市空間を形成します。

1 地域が活性化し、にぎわいのあるまちを目指します。

問題解決の方向性
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（2）

③主要な駅では、地域の人びとが集い、ふれあい、交流する場となる駅前広場など

の整備を行い、区民生活に密着した活力あるまちづくりを推進します。

④まちづくりや福祉など総合的な視点から商店街の振興を図り、快適性や利便性、

滞留性の向上を図ります。

地域資源を活用し、世田谷のブランドアップを図ります。

①区内外の人びとや事業者がともに世田谷の魅力について再認識、再発見し、多様

な人びとが活発に交流することにより、世田谷区の個性や魅力を高めます。

②世田谷区が有する自然、文化、産業面などの特徴を活かし、その魅力を多様な手

段で区内外に情報発信して、世田谷の魅力の認知度や存在感を高めます。

③区内外の人びとや事業者との協働により、世田谷の魅力やブランドを活かした集

客事業やまちづくりに取り組み、観光の視点を踏まえ、地域の活性化と産業の振

興を図ります。
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（１）世田谷区内における商業、工業などの産業活動は、地域の活性化に大きな役割を

果たしています。しかし、都心周辺の大規模開発が相次ぐ中、企業立地に関する競

争の激化や、大規模店舗の進出に伴い、区内の開業事業所数は廃業事業所数を下回

っており、区内に新規事業所の開設を支援する取り組みが必要です。今後、さらに

地域の活力を高めるためには、区内の商業や工業の分野において起業・創業を促進

していくことが必要となっています。

世田谷だからできる
魅力ある産業の振興

2

現状と課題

（２）若者のフリーター志向の広がりや、就業後の早期離職の増加など、若者の勤労観

や職業観の変化が指摘されています。子どもの頃からの職業体験の実施や、働く意

欲をかなえる就業支援により、若者の勤労観、職業観の醸成を図ることが求められ

ています。

（３）世田谷区では、大学などが多く、研究者のもつ専門知識や学生の力などが地域社

会で積極的に活用できる環境にあります。こうした大学等の機関と企業の間や、企

業間相互の連携・協力を強め、産業の活性化や新たな産業の振興を進める必要があ

ります。

区内の事業所の存続・新設・廃業の状況 

平成11年 存続 
24,257

平成8年 存続 
24,257

新設 
4,153

総事業所数 
28,410

廃業 
5,533

総事業所数 
29,790

出典：平成11年事業所・企業統計調査（総務省） 

0 10,000 20,000 30,000 40,000
（事業所） 
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農家戸数と経営耕地面積の推移 

0
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平成7年 平成12年 

529
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184 159

出典：2000年世界農林業センサス（東京都） 

■ 農家戸数　■ 経営耕地面積 

（戸、ha） 

（４）世田谷区内の農地や農業従事者数は、減少の一途をたどっています。反面、区民

農園の利用を希望する区民は多くなっています。世田谷区は、大都市部でありなが

ら、土と親しめる機会が多くあり、それが、区の特徴であり魅力となっています。

都市における農産物の供給や、環境、防災など農地の多様な機能を踏まえ、今後、

農家と地域の人びととの相互理解と連携により、都市農業の振興を推進していく必

要があります。

（1）

（2）

中小企業を総合的に支援します。

①産業団体、NPO等との連携により、区内中小企業を総合的に支援するとともに、経

営相談、各種セミナー等の経営支援や勤労者福祉、就業、創業の支援など、中小企

業を総合的に支援する新たな体制を整備し、地域産業の発展を図ります。

若年層に対する就業支援を行います。

①若年層が働くことへの関心や意欲を持てるよう、区内の大学や地元企業、商店街と

協力して小学校から大学までの各年代において、職業や仕事を実際に体験できるよ

うな取り組みを実施します。

1 総合的な取り組みによって、地域の産業を活性化します。

問題解決の方向性
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（3）世田谷ならではの新たな取り組みを支援します。

①創業しやすい環境づくりを進めるため、創業に関する人材育成やビジネスモデル構

築に関する支援を行い、商業や工業の分野での起業を促進します。

②産業団体や区内大学、世田谷ものづくり学校
※
等との連携により、新たなビジネス

モデルを創造し、区内産業の活性化を促進します。

③活発な地域での活動をコミュニティビジネスへと発展させるなど、地域の資源が企

業活動につながるよう取り組みます。

（1）地域に根ざした都市型農業を推進します。

①本格的な農業体験を希望する区民を農地の保全につなげるなど、区民に開かれ

た都市農業の取り組みを進め、区民とともに都市農業の振興を図ります。

②付加価値の高い農産物を生産し、農家と関係機関が連携しながら都市農業の振

興を図ります。

2 世田谷の特徴である都市農業を推進します。

※【世田谷ものづくり学校】
平成16年3月に統合された旧池尻中学校を活用し、平成16年10
月に開校した。「学び・雇用・産業」の再生といった視点から、
民間の活力を生かした新しい手法により、世田谷らしい新たな
産業と観光の拠点づくり、創業に関する技術的支援や場の提供、
ものづくり体験と交流の場の提供などに取り組み、新たなコミ
ュニティづくりや地域の活性化をめざしている。
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地域別緑被率の推移 
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出典：世田谷区資料 
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（%） 

（１）世田谷区内のみどりは、区民生活にうるおいをもたらすとともに、良好な住宅地

としての世田谷区を象徴しています。しかし、緑被率は、市街化の進行により、約

20％にまで低下しており、また、世田谷区にとっての「みどりの生命線」である国

分寺崖線においても開発が進み、みどりが減少してきています。区内に残る貴重な

みどりを守り、育てるため、区独自の規制や誘導を行う必要があります。

水と緑が豊かで美しい
まちなみのある世田谷づくり

現状と課題健
康
で
や
す
ら
ぎ
の
あ
る
ま
ち

54 第4章　主要テーマの展開



健
康
で
や
す
ら
ぎ
の
あ
る
ま
ち

第
４
章

第4章　主要テーマの展開 55

（２）区民１人あたりの公園面積は、平成16年度当初、3m2であり23区中15位であります。

今後は、区民、事業者の協力を得ながら、地域に親しまれ、利用される公園として

広場や緑地などを、整備・確保していく必要があります。また、多くの区民が参加

し、自分たちの公園として、自主的な管理が行えるよう支援していく必要がありま

す。

（３）多摩川に代表される水辺環境や史跡などの歴史的、文化的資産は、世田谷区の豊

かで美しい景観づくりに重要な役割を担っています。このような景観を区民ととも

に保全し、次世代に引き継いでいく必要があります。

地域別1人当たり公園面積の推移 

0

1

2

3

4

5

6

7

8
（m2/人） 

平成7年 平成8年 平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 

2.87 2.89 2.93 2.98 2.98 2.98

1.13

1.25

1.86

2.98

1.14

1.25

1.86

2.97

1.14

1.28

1.96

2.98

3.87 3.84 3.81

7.36 7.32 7.25

出典：世田谷区都市公園等調書 

北沢地域 

烏山地域 砧地域 

世田谷地域 

玉川地域 

区全体 

喜多見ふれあい広場から望む国分寺崖線
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（４）ミニ開発や高層マンションの建設など、区内の低未利用地の開発は地域の住環境

に大きな影響を与えます。今後、区民、事業者、行政の協働のもと、地域にふさわ

しいまちづくりが計画的かつ有効に行われるように誘導していくことがさらに求め

られています。

成城6丁目
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③世田谷区内にある自然的環境を身近なものとしていくため、区民参加による緑

化事業や公園づくり、自主的な管理など、身近なみどりを実感できる事業を展

開します。

次世代に世田谷区の景観を引き継ぎます。

①地域風景資産の選定など区民の風景づくり活動を促進し、世田谷らしさを示す

風景を区民と共有できるようにし、その保全・創出を図ります。

②事業者による開発に対して、地域におけるコミュニティの維持、継承や周辺地

域に与える影響に配慮しながら、地域の意見を反映して事業が進められるよう

誘導します。

③地域にふさわしいまちづくりの普及啓発や情報提供に努め、区民、事業者、行

政の協働によるまちづくりを推進します。

（2）

（1）区内のみどりを区民との協働により、保全整備していきます。

①国分寺崖線に代表される世田谷区内の緑地などにおいて、水と緑の保全の視点

から建築、開発に対する適切な規制、誘導を進めるとともに、緑地創出に向け

た新たな取り組みを実施します。

②国分寺崖線の自然的環境を利用し、区民が自然環境を学習・体験する場を整備

し、自然に親しむ機会を増やします。

1 区民との協働によりみどり豊かなやすらぎの
あるまちづくりを進めます。

問題解決の方向性
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快適な環境で持続可能な
地域社会の実現

（１）大量生産、大量消費を前提としたこれまでの社会経済システムは、私たちの社会

や活動の規模を飛躍的に拡大しました。その一方で、環境に対する負荷が増大し、

地球温暖化をはじめとする地球規模のさまざまな環境問題が生じています。快適な

生活環境を維持するためにも、有限な資源やエネルギーを大量に消費する社会では

なく、循環を基本とした社会へと移行していくことが求められています。そのため、

地球規模での環境問題について区民一人ひとりが認識を持ち、身近な地域からの取

り組みを進めることが必要です。

区内の電気使用量の推移 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成10年度 

1,824

平成11年度 

1,900

平成12年度 

1,959

平成13年度 

1,928

平成14年度 

2,029

1,446
1,476 1,497 1,486 1,474

出典：東京電力株式会社東京支店作成資料 

■ 電力計　■ 電灯計 

（百万kWh） 

（注）電灯：照明など、主として家庭用の電気機器に使用するもの 
　 電力：ビルや工場など、業務用の電動機等に使用するもの 

現状と課題
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（２）平成12年（2000年）には資源分別回収を全区展開するなど、世田谷区は、ごみの

減量やリサイクルに取り組み、ごみ収集量は大幅に減少しました。しかし、最近で

は、横ばいの状態が続いており、さらなるごみの減量が重要な課題となっています。

また、商品を消費する段階だけでなく、それを作ったり、作ったものを流通させた

りする段階も含めて、環境に配慮した持続可能な社会を目指し、ごみの発生を極力

抑制していく取り組みが必要です。

（３）持続可能な地域社会の実現にあたっては、行政活動による環境負荷も課題です。

区内最大の事業所である区が自ら率先して行動し、区民、事業者と協働しながら環

境に配慮した取り組みを実践することも求められています。

資源回収量 
ごみ排出量 

区民1人1日あたりのごみ排出量・資源回収量の推移 
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200
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1,000

1,200
（g） 

平成 
8年度 

平成 
9年度 

平成 
10年度 

平成 
11年度 

平成 
12年度 

平成 
13年度 

平成 
14年度 

平成 
15年度 

981 959 955
880

749 733 716 711

41 46 54 72

174 174 165 163

出典：世田谷区資料 

733 716 711

（1）環境学習・環境教育を推進します。

①環境に関する普及啓発事業を実施し、区民や事業者の環境への意識醸成を進めま

す。

②持続可能な地域社会を実現するために、その基礎となる環境学習が効果的に展開

されるよう、区民、事業者が主体となった情報発信や取り組みを促進します。

1 快適な環境で持続可能なまちを目指します。

問題解決の方向性
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（2）

（3）

区民・事業者と連携し、環境問題に取り組みます。

①環境負荷の低減のため、区民、事業者、行政が一体となって取り組む目標を設定

し、エコライフ
※
（環境にやさしい暮らし）を実践します。

②資源の集団回収団体や事業者の自主的な取り組みによる資源回収比率を高め、

区民、事業者主体の資源回収の仕組みをつくります。

③資源の有効活用のために事業者が自主的にリースやレンタル事業に取り組むよ

う働きかけるなど、事業者によるごみの発生、排出抑制の促進を図ります。

④ごみ減量やリサイクルの取り組みへの支援を進めるとともに、区民の減量努力

や排出量に応じた負担などの経済的手法の検討を進めます。

区も、環境への負荷低減に取り組みます。

①庁舎、区有施設の省エネルギー化や、新エネルギーの導入などにより、区が率

先して省資源、省エネルギー化に努めるとともに、区民や区内事業者などへ働き

かけを行います。

※【エコライフ】
省エネやごみ減量など、環境にやさしく無駄の少ないくらしの
こと。「エコ」にはエコロジー（環境）とエコノミー（経済・節
約）という2つの意味が込められている。
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要介護者数の推移 
（人） 
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平成13年度 平成12年度 平成14年度 平成15年度 

13,985

1,791

3,198
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2,172
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1,908

2,306

4,154

3,367

2,465

2,289
2,202

2,820

5,245

4,054

2,870

2,451

2,466

3,336

7,056

3,999

3,111

2,892

2,842

16,783

19,906

23,236

出典：世田谷区保健福祉総合事業概要 

■ 要介護5 
■ 要介護4 
■ 要介護3 
■ 要介護2 
■ 要介護1 
■ 要支援 

健康づくり・疾病予防の推進3

（１）高齢者が要介護状態になることを未然に防ぐという介護予防の取り組みは、重要

な課題となっています。また、認知症である高齢者が、地域で住み続けられる環境

づくりも重要です。

（２）ひとりぐらしの高齢者は、今後も増加が予想されますが、これらの人びとが孤立

したり、閉じこもりになるのを防ぎ、住み慣れた地域で住み続けられるための取り

組みが重要となっています。身近な地域での区民どうしの知りあい、ふれあい、支

えあう活動を充実させ、自主的に活動している団体どうしのネットワーク化を図る

ことが一層重要となっています。

（３）日本人の死亡原因の3分の2近くはがん・心臓病・脳卒中などの生活習慣病である

と言われています。健康づくりは、区民の自覚と自主的な取り組みが基本です。食

習慣の改善をはじめ「予防」の観点から、区民が主体的に、壮年期からの健康づく

りに取り組める環境を整備することがますます重要になっています。

現状と課題
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基本健康診査受診者及び診査結果の推移 
（人） 

0
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平成 
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平成 
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68,834
76,522 76,801 78,621

86,967
94,39994,399

出典：世田谷区保健福祉総合事業概要 

■ 異常なし　■ 要医療　■ 要指導 

71,992 75,453 74,046

94,399

16,740

27,357

24,737

17,443

26,954

27,595

14,909

28,748

31,796

15,631

26,273

32,142

15,762

27,892

32,868

10,696

30,786

35,319

13,490

30,422

34,709

21,027

31,581

34,359

24,052

33,045

37,302

（1）

（2）

介護予防や介護の重度化を予防する取り組みを推進します。

①要介護度の軽減を目指して、高齢者の筋力向上を図るトレーニング事業の普及啓発

と、そのための人材の育成や拠点の拡充を図り、事業の裾野を広げていきます。

②疾病や閉じこもり傾向により、心身の機能が低下しつつある虚弱高齢者を対象にし

て、介護予防教室や低栄養対策を実施します。

③加齢に伴う高齢者の認知症の発生を予防し、その進行を抑制するため、認知症予防

プログラムを普及させるとともに、地域の人びとの認知症に対する理解を促進する

取り組みを行います。

区民の主体的な地域の支えあい活動を広げ、ネットワーク化を図ります。

①高齢者に対する区民どうしの支えあい活動についてこれまで以上に支援していくと

ともに、高齢者の24時間見守り事業を全区展開し、区民との協働による新たな取り

組みを進めていきます。

1 すべての区民が、心身ともに健康に過ごすことが
できるまちを目指します。

問題解決の方向性



健
康
で
や
す
ら
ぎ
の
あ
る
ま
ち

第
４
章

第4章　主要テーマの展開 63

（3）区民一人ひとりの健康づくりを支援します。

①毎年行う基本健診の結果をデータベース化し、健康づくり事業に活用するとともに、

有効な情報を集めそれを提供する体制を整備して、区民一人ひとりの健康意識の向

上を図り、区民自ら行う健康づくりに役立つ取り組みを推進します。

②健康づくりを支援する人材の育成や、事業者との連携をとおして、健康相談や健康

指導を充実させ、区民主体の健康づくりを支援します。

③地域の人材、大学やＮＰＯなどとの協働により、健康にとって最も基本である「食」

について適切な情報提供を行い、「食」を通じた健康づくりを行います。

④「食」の安全安心の推進に向けて、区民への情報提供を進めるとともに、生産者や

流通業者、商店街や飲食店などの事業者への働きかけと連携を進めます。

高齢者の健康づくり活動
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（２）家庭と地域、学校のより一層の連携、協力を図るためには、学校運営に地域の声

をこれまで以上に反映させることが必要です。地域のさまざまな人材が、学校運営

に積極的に関わっていくことで、地域全体の教育力を向上させ、家庭や学校の抱え

る課題を解決していかなければなりません。

次代を担う人づくり1

（１）核家族化やＩＴ（情報通信技術）の進展、学校週5日制など子どもを取り巻く環境

は、大きく変化しています。子どもの自主性や社会性を育み、子どもが一人の人間

として、将来に向け、自己を確立するためには、子どもが成長する場としての家庭

や学校、地域の連携が強く求められています。子どもの成長段階に応じた体験学習

や社会参加など、地域でのふれあいの機会を増やしていくことが重要です。

土・日曜に行政や地域に期待する行事 

0 5 10 15 20 25 30 35
（%） 

自然の中に連れだせるような 
行事 

特に期待していない 25.1

31.3

遊びが期待できるような行事 23.8

友達ができるような行事 5.8

出典：「完全学校週5日制に向けての調査・研究」によるアンケート結果（世田谷区） 

現状と課題
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（３）子どもが健やかに育つため、各成長段階に応じて保健、福祉、医療の総合的な取

り組みが求められています。また、障害があるなど配慮を要する子どもに対して、

乳幼児期から就労期まで、その過程に応じて、一人ひとりの課題に合わせて支援し

ていくことが課題となっています。

（４）次代を担う個性あふれる子どもを育てるには、豊かな人間性や知力、体力を身に

つけていくことが大切であり、適切な集団規模による学習や自ら学ぶ力を育む学習

など教育内容や環境の一層の充実が求められています。

児童・生徒数の推移 
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（注）各年5月1日 

平成12年 平成11年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 
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18,164

33,799

出典：学校基本調査（文部科学省） 

（人） 

■ 児童数　■ 生徒数 

（1）

（2）

子どもの自立を支援します。

①子どもの成長に応じ、それぞれの年齢に応じた子どもの個性を伸ばす体験、社会参

加の機会を確保し、自主性を尊重しながら子どもの自立を支援します。

子どもの健全な心とからだづくりを支援します。

①学校や幼稚園、保育園、地域が連携した食育の機会や保護者への講習会などによっ

て、幼児期からの生活習慣の基礎づくりや、子育て世代の保護者の食習慣の改善を

図り、子どもの健康を増進します。

1 元気な子どもが地域社会でのびのびと活動できるまちを
目指します。

問題解決の方向性
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（1）地域に根ざし、開かれた学校づくりを推進します。

①地域運営学校の設置、地域教育基盤
※
の整備などにより、地域が学校運営に一層参

画し、保護者や地域の人びとの意見を学校運営の基本方針等に反映させ、学校と家

庭、地域との一層の連携を図ります。

②専門知識や技能を持つ地域の人材や大学の教員による特別授業や学生による部活動

の指導など、区内の人的資源を広く学校教育の場で活用していきます。

（1）

（2）

地域から信頼される学校運営を行います。

①保護者や地域の人びとから信頼を得るため、学校の教育活動について地域による評

価を実施し、その結果に基づく見直しを図るとともに、必要な教育情報を保護者や

地域の人びとに提供するシステムを構築します。

②教員の指導力、能力の開発・向上を図ります。

主体的に学び、考え、行動する力を育む教育を推進します。

①よりきめ細かい学習指導を行うため、少人数教育をさらに推進します。

②子どもたちの勤労観、職業観を育むため、区内産業の関係者等との連携による取

り組みを進め、進路指導の充実を図ります。

3 一人ひとりの個性と創造性を育む世田谷らしい特色のある
教育を推進します。

2 地域に開かれた学校づくりをすすめ、地域で子どもを育てる
まちを目指します。

（3）

②性教育や性感染症予防に関する取り組みを充実し、性に関する健全な意識の涵養と

正しい理解の普及を図ります。

乳幼児期から就労期まで、障害があるなど配慮を要する子どもに対し一
貫した支援を行います。

①障害の早期発見・療育相談や地域生活支援機能の充実を図るとともに、保護者と関

係機関が連絡・相談しやすい環境を整え、乳幼児期から学齢期、就労期まで一貫し

た支援を行います。

※【地域教育基盤】
複数の小・中学校が連携した区域（中学校区を標準単位とする）
において、学校・家庭・地域が協働してそれぞれの教育力を高
めていくための支援体制のしくみ。
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（3）

（4）

（5）

③区立小・中学校の教科に「日本語」を新設し、世田谷の児童・生徒が深く考える素

養を身につけ、表現能力の向上や日本文化への理解を深める取り組みを行います。

④文化、芸術、スポーツなどの分野で活躍している区民による指導の機会を設け、

子どもたちが持つ才能の芽を育てる体験学習を推進します。

障害のある子どもの一人ひとりの教育的ニーズに応じた教育的支援を充実
します。

①障害のある児童・生徒の自立や社会参加に向け、その持てる力を高められるよう、

特別支援教育を推進し、一人ひとりの教育的ニーズに対応できる支援体制を充実

します。

学習に最適な教育環境を整備します。

①情報教育などを充実できる教育環境の整備を進めるとともに、校舎が災害時の避

難所であることを考慮し、老朽化した校舎の改築を進めます。

②子どもたちの豊かな人間性の形成と集団による学習効果を考慮し、学校の適正規

模を確保するため、小・中学校の規模や配置の適正化を図ります。

就学前（幼児）教育の充実を図ります。

①就学前の幼児一人ひとりが生涯にわたる基礎を培えるよう、望ましい成育環境を整

え教育内容の充実に努めるとともに、幼稚園、保育園、小学校、家庭、地域などと

の連携を推進します。

②幼稚園と保育園が相互の機能を十分に活かし、ともに専門性を磨くための研修を充

実し、在宅児も含めた就学前教育全体の質の向上を図ります。
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安心して子どもを育てられる
環境づくり

2

現状と課題

（１）世田谷区では、就学前の子どもの約5割が在宅での子育てとなっています。核家族

化の進行や地域の交流の希薄化の進行などにより、子育て家庭が孤立化し、子育て

に不安を抱える親が増加しています。そのため、親が身近な場所で集い、地域で支

えあう子育て環境づくりが求められています。また、子育てに関する相談機能や子

育て中の親を対象とした学習機会の充実を図っていく必要があります。

（２）世田谷区では、保育サービスの待機児の解消を目指して取り組みを進めてきまし

たが、近年の人口増加に合わせ、再び待機児が増加傾向にあります。また、就労形

態の多様化などにより、延長保育の充実や病気回復期にある子どもの受け入れなど

多様な保育サービスが求められており、仕事と育児の両立への支援が課題となって

います。

保育園サービス定員の推移 

出典：世田谷区資料 

■ 区立保育園　■ 私立保育園　■ 保育室　■ 保育ママ　■ 認証保育所 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000
（人） 

平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 

6,617 6,882 7,134 7,173 

7,411 7,736 7,915 
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（３）近年、保護者から児童虐待に関連する相談が増えています。平成16年（2004年）

に児童虐待防止法が改正され、児童虐待や児童相談に関する区の役割が明確化され

ました。子どもの安全を確保するために、区は、児童相談所や警察署などの関係機

関と連携し、児童虐待の予防や早期発見に努めるなど、的確な対応を図ることが求

められています。

子ども家庭相談件数（保護者等から） 

0 
 

200 
 

400 600 800 1,000 
 

1,200
（件） 

その他 

各種サービス 

在宅サービス 

経済・就労 

非行等 

教育・しつけ 

基本的生活習慣 

虐待 

養育不安 

保育関係 

発育・発達 

DV

家庭・生活環境 

93 262

102 241

121 558

113 417

4 2

33 74

7 17

197 612

171 766

297 715

39 92

166 479

123 336

健康 8540

出典：世田谷区保健福祉総合事業概要 

継続 
新規 

1 家庭で、ゆとりをもって子育てができる環境整備と保育サ
ービスの充実を進めます。

（1）

問題解決の方向性

家庭での子育て不安を解消するため、相談・支援体制の整備など在宅子育
て支援を充実します。

①子育て中の親に対する育児教室や保育園での体験保育や相談支援など、在宅子育て

を支援することにより、育児不安や育児ストレスの軽減や解消を図ります。

②地域で子育て支援を担う人への研修強化など、子育てに関する人材の育成を図り、

地域で子育てしやすい環境を整備します。
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（1）児童虐待の早期発見・予防など、安心して子育てができる環境を整備します。

①児童虐待に関する専門的な対応等を図るため、基幹型の子ども家庭支援センターを

設置し、職員の研修充実や保護者に対する子育て教室の実施をとおし、子育てに関

する総合支援を図ります。

②身近な地区での子育て支援機能の充実を図るため、各地域の子ども家庭支援センタ

ーと、児童相談所などの関係機関との連携を強化し、相談機能や情報提供などを充

実させます。

③子どもの緊急の病気に早期に対応するための小児救急医療の推進を図るとともに、

情報提供等を充実させます。

2 子どもを守る総合的な環境を整備します。

多様な手法により、保育サービスの種類、量を拡充するとともに、質の向
上を図ります。

①保育時間の延長や病後児保育など保護者の多様な保育ニーズに対応するため、民間

活力を導入し保育サービスの提供を図ります。

②多様な保育ニーズに応じて、認可保育園の整備、認証保育所の増設、保育ママの設

置などあらゆる手法を活用して、早期に保育サービス待機児のゼロを実現するとと

もに、さまざまな保育サービス基盤の強化を図っていきます。

③良好な子育て環境づくりを進めるため、幼稚園と保育園の機能を一体化した「総合

施設」を整備します。

④保育サービスの質の向上を図るため、評価の仕組みや指導検査体制を強化します。

（2）
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世田谷の文化・個性を活かした
まちづくり

現状と課題

（１）世田谷区は、さまざまな分野で活躍している文化人が多く暮らし、また、世田谷

美術館をはじめとする美術館や世田谷文学館など、多様な文化芸術施設、文化資源

を有しています。さらに、下北沢や三軒茶屋、二子玉川など、若者文化をはじめと

する個性あるまちの魅力の発信拠点を数多く有しています。これらの文化、個性を

活かしたまちづくりを進め、文化都市世田谷の魅力をさらに高めていくことが求め

られています。

（２）世田谷区には、多くの大学、短大、専修学校があり、活気の源となっています。

また、こうした大学などは、学生、社会人をはじめ、あらゆる世代の学びの意欲に

応えられる生涯学習の場でもあります。大学等の協力により、こうした教育施設を

区民が気軽に利用できるようにするなど、環境の整備が必要です。

3
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（３）スポーツやレクリエーションは、健康増進や体力向上、さらには精神的充足にも

つながるなど区民生活の中で大きな意義を有しています。スポーツ、レクリエーシ

ョン活動を行う意欲を持った区民が、それをはじめるきっかけが持てるように、身

近な地域でスポーツができる環境をつくることが重要です。

週
に
３
回
以
上 

週
に
１
〜
２
回 

月
に
１
〜
３
回 

３
ヶ
月
に
１
〜
２
回 

年
に
１
〜
３
回 

わ
か
ら
な
い 

無
回
答 

1年間にスポーツを行う回数 

出典：世田谷区区民意識調査2002

11 25 27 13 18 5 2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合運動場温水プール
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（1）

（2）

区民が文化をとおして心の豊かさやうるおいを享受できる環境をつくり
ます。

①区の文化に関する理念を示し、区の取り組みや区民の文化活動の指針としていきま

す。

②文化人や文化施設、まちの個性など世田谷区の文化資源を活用し、区民、民間レベ

ルでの文化交流を活性化させ、新たな世田谷区の文化を創造・発信します。

③区内に多数居住している文化人とのふれあいなど区民が優れた文化芸術に触れ、体

験し、交流する機会や場の充実に努め、区民の文化活動や創作活動を支援します。

身近な地域での生涯学習活動やスポーツに区民がより主体的に参加し、
楽しめる環境づくりを進めます。

①大学や短大、専修学校などの教育環境を活かし、子どもから高齢者まであらゆる世

代の学び、自己実現の意欲に応える場や機会を充実させます。また、ＩＴ（情報通

信技術）を活用した学びの場の提供を図ります。

②地域のスポーツクラブや団体などとの連携、協力により、区民が身近な地域で、気

軽に生涯にわたってスポーツやレクリエーション活動に親しめる環境づくりを進め

ます。

③区民が、生涯学習の場として図書館を気軽に利用できるように、大学図書館などと

の協力・連携や区立図書館の運営手法の改善により、より身近で利用しやすい図書

館づくりを進めていきます。

④小・中学校や地域で活動する団体などとの連携を図りながら、乳児期から本に接す

るきっかけをつくり、子どもの読書の機会の充実や読書意欲を高めるための環境を

整備します。

1 世田谷の文化・個性を活かしたまちづくりを進めます。

問題解決の方向性



（２）世田谷区では、町会・自治会をはじめとする区民団体やボランティア、ＮＰＯさ

らには企業などが、環境、福祉、教育などさまざまな分野で活躍し、地域を活性化

し支える力となってきました。こうした活動主体が、地域の課題を解決するための

担い手として、さらに幅広く活躍できるまちを目指して、相互に連携し、活動しや

すい環境整備を進めることが求められています。区は、新たな協働事業の実施や行

政が主体として行ってきた事業の協働化を進めるなど、地域の担い手とさまざまな

場面で一層の協働を進め、活力ある地域づくりを進めることが求められています。

協働のまちづくり1

区全体 

町会・自治会加入率の推移 

60

62

64

66

68

70
（%） 

平成 
7年 

平成 
8年 

平成 
9年 

平成 
10年 

平成 
11年 

平成 
12年 

平成 
13年 

平成 
14年 

平成 
15年 

平成 
16年 

66.0
65.5

64.6

63.5
63.0 62.9

63.3
62.6

60.9
60.5

出典：世田谷区資料 

65.5

現状と課題

区
民
が
創
る
ま
ち
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（１）82万の人口を有している世田谷区では、毎年全人口の約4分の1に及ぶ人びとが転

出や転居をしています。そのような中、単身世帯数が増加し、町会・自治会への加

入率は低下傾向にあり、区民相互や世代間交流の機会の減少や地域での活動への関

心の低下など、地域における活動の停滞が見られます。安全で安心して暮らすこと

ができる地域社会の実現には、区民一人ひとりが、まちづくりの主体であるとの自

覚をもち、区民が、身近な地域課題を自ら解決できるコミュニティづくりを進める

ことが必要です。
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（３）協働のまちづくりを進めていくうえで、区民、事業者等と行政は、期待される役

割や責任を自覚、尊重し、対等のパートナーとしての関係を築いていくことが必要

です。区は、区政に関する情報の提供を充実させることにより、区民、事業者等と

情報や課題の共有化を図るとともに、計画策定や進捗管理など区政運営の各段階で

の区民参画を進め、協働の前提となる区民参画の仕組みを強化することが重要とな

っています。

区民の声システム意見・提案数の推移 
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（注）平成13年度からは、電子メールによる受付が開始されており、 
平成13年度の件数増の大半は電子メールによるものである 出典：世田谷区資料 

■ 意見・提案数 

1,176 1,188

地域における日常生活での困りごとトップ5
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（%） 

カラス等の鳥獣による被害 
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地域の治安が悪くなった 
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出典：世田谷区民意識調査2004
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（1）

（2）

地域におけるコミュニティの自主的な活動を支援します。

①交流の場の提供など、区民の多様な地域活動を積極的に支援します。

②地域活動を活発化するため、公共施設やＩＴ（情報通信技術）を活用し、区民が自

主的に活動しやすい環境を整備します。

③区は、まちづくりの主役である区民の自治意識が高まるよう、自主的なまちづくり

活動を支援します。

ＮＰＯなどの活動を促進します。

①ＮＰＯの自主事業の展開を支援するため、ＮＰＯの活動拠点を整備するとともに、

行政とＮＰＯとの協働事業を推進します。

②地域社会の一員である企業の社会貢献活動を促進するため、啓発活動や情報の提供

など活動環境の整備に努めます。

1 区民による自主的なまちづくりを支援します。

（1）

（2）

区民との情報共有を進めます。

①区の広報紙やホームページなどを、よりわかりやすく、使いやすくし、区や区民の

さまざまな取り組みについての情報を効果的に提供します。

②ＩＴ（情報通信技術）などを活用し、区民の相談に迅速に対応し、区民の利便性の

向上を図ります。

③透明・公正な行政運営や区民への説明責任を徹底し、区に対する信頼の向上を図る

ため、個人情報の保護に配慮しながら行政情報の公開を充実します。

地域の担い手である区民、事業者、行政相互の協働をさらに進めます。

①計画等について、区民から意見を提出してもらい区の取り組みに反映する仕組みの

活用や、各種審議会への区民参加を進め、計画段階から事業執行、評価に至るまで

広く区民が区政に参画できるようにします。

②地域のさまざまな主体をまちづくりの貴重な資源ととらえ、区内の大学、学生、商

店街、さらには区外の居住者との連携も視野に入れて相互の協働を進めていきます。

2 協働によるまちづくりを推進します。

問題解決の方向性
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③世田谷区は、地域に関わる多様な主体を担い手として地域づくりを進めるために、

地域の活動主体が対等な関係で協働できる環境を整備し、新しい時代にふさわしい

区民自治を目指します。
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男女共同参画推進のまちづくり2

（１）地域社会への多様な区民の参加が求められる中で、政治や経済では男性、地域活

動では女性といったように、分野によって男女の参画に格差がみられます。審議会

等区政の方針決定にかかわる役職についている女性の割合は、依然として低い水準

にあり、こうした状況の改善を図り、あらゆる分野で性別による役割が固定される

ことなく、男女がともに参画できる社会づくりが必要です。今日なお、社会通念や

慣習において、男女の固定的な役割分業意識が払拭されておらず、男女が多様な生

き方を互いに認め合い、平等に生きる意識づくりが求められています。

（２）女性の就業状況は、子育て期に就業を一時中断し、子どもが成長すると再び就業

するＭ字型年齢別労働人口構成になっており、仕事と子育ての両立が難しいことが

うかがえます。また、高齢社会の進行とともに、介護の負担が女性に偏る傾向にあ

ります。一方、雇用の場では、就業機会や条件など男女間の不平等が依然としてみ

られ、女性の就業をめぐる状況の厳しさが続いています。こうした中、子育てや介

護等について地域社会全体で支える環境づくりを進めるとともに、働きやすい職場

環境の整備に向けて、男女の意識改革や、男女の多様な就業形態を支援する施策の

充実を図ります。また、就業における男女平等を推進する各種法制度の実効性を高

めることが必要です。

現状と課題

年齢別労働力率 

女性 
男性 
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出典：平成12年国勢調査（総務省） （注）労働力率＝労働人口（就業者＋完全失業者）／15歳以上人口 



区
民
が
創
る
ま
ち

第
４
章

第4章　主要テーマの展開 79

（３）近年、配偶者等からの暴力（ドメスティック・バイオレンス＝ＤＶ）や、性

暴力、ストーカー、セクシュアル・ハラスメントなどの人権侵害が大きな社会

問題となっており、被害者の保護をはじめとして、発生防止に向けた教育施策

の推進、地域や関係機関との連携強化などにより、あらゆる暴力を許さない環

境を醸成することが必要です。

（1）

（3）

（2）

あらゆる分野で男女がともに参画する社会を目指します。

①区の政策・方針決定過程への女性参画や、地域や家庭への男性参画を促進すると

ともに、区政への参加・参画、地域活動を主体的に行う人材育成に努めます。

②ＮＰＯ等の市民活動団体との連携・協力の推進により、子育てや介護、働いてい

る男女が区民活動に参加できるように支援します。

男女の自立を育む社会を目指します。

①仕事と家庭の両立支援に向けた取り組みを促進し、一人ひとりがライフ･デザイ

ンやキャリア・デザインを描き、実現できる環境を整備していきます。

②雇用の場における男女平等を推進するため、就業環境の整備に努めていきます。

性別にかかわらず互いに人権を尊重し合う社会を目指します。

①家庭・学校・職場・地域などのあらゆる場と機会をとおして男女平等に向けた意

識改革に取り組みます。

②ドメスティック・バイオレンスや性暴力、ストーカー、セクシュアル･ハラスメ

ント等のあらゆる人権侵害の防止に努めます。

1 男女それぞれの個性と能力を十分発揮できる社会を創出します。

問題解決の方向性
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第5章　重点的取り組み－リーディングプロジェクト－ 81

身近で便利 交流促進プロジェクト

次代を担う世田谷っ子プロジェクト

いつまでも生きがいを生涯現役プロジェクト

区民が創る良好な環境プロジェクト

世田谷の魅力倍増プロジェクト

リーディングプロジェクトは、将来に向けた区政の最重要課題への

取り組みであり、区の重点施策を牽引する横断的な取り組みです。

リーディングプロジェクトは、今後10年間の区の取り組みを象徴

するとともに、区民が夢を持ち、まちを元気にし、世田谷の魅力を高

め、住みたいまち、住んでよかったと思えるまちにするための取り組

みです。

リーディングプロジェクトは、区民と行政が幅広く知恵と力を合わ

せて着実に推進していくものです。

Project 1

Project 2

Project 3

Project 4

Project 5

重点的取り組み
リーディングプロジェクト

リーディングプロジェクトでは、各プロジェクトの取り組みの「目的」を示す

とともに、達成度や参加度を把握する「成果指標」を設けました。

この他に、「現況・背景」では、世田谷区を取り巻く課題を整理しました。

区民と行政が取り組むための基本的な方向性を示す「取り組みの方向性」、そ

れを分かりやすく図示した「取り組みのイメージ」で構成しています。

第5章

第5章　重点的取り組み－リーディングプロジェクト－ 81



82 第5章　重点的取り組み－リーディングプロジェクト－

だれもがまちに足を運びたくなる
安全・便利な歩行空間の整備

身近な商店街におけるユニバーサルデザインのまち

づくり、バス停や主要駅の快適性向上やバリアフリ

ー化の推進、歩車道分離など安全な歩行空間の確保

などを進め、誰でも気軽に足を運びたくなる、誰も

が移動しやすいまちを実現します。

2

82 第5章　重点的取り組み－リーディングプロジェクトー

身近で利用しやすい道路・交通環境の整備
道路網の整備や自転車の利用環境の向上、地域と地域とを身近に結ぶ公共交通サービスの

導入を進め、まちの利便性を向上します。

身近な商店街におけるユニバーサルデザインのまちづくり、バス停や主要駅の快適性向上

やバリアフリー化の推進、歩車道分離など安全な歩行空間の確保などを進め、誰でも気軽に

足を運びたくなる、誰もが移動しやすいまちを実現します。

身近な地域における活動の場やＩＴ（情報通信技術）を活用しながら、区民への情報提供

や意見を聞く環境を整備するなど、区民参加を促進します。出張所における活動スペースの

確保など区民の交流の場の整備や電子相談などのサービスが気軽に利用できる環境の整備を

進めます。

取り組みの方向性
1

だれもがまちに足を運びたくなる安全・便利な歩行空間の整備2

ＩＴ（情報通信技術）の活用による身近な参加と利用の促進3

都心に近く風格がある住宅都市、世田谷区には、暮らしに便利なまちの機能や魅力がいっ

ぱい詰まっています。これらの魅力に気軽に触れるため、誰もが、まちに出かけやすい安全

で快適な移動環境を整備し、また、身近で気軽に区政や地域活動に参加できる環境づくりを

進め、交流が活発で身近なまちを実現します。

◆都心に近く便利でありながらも、風格のある良好な住宅街やみどりの渓谷､下町風のにぎわ

いなど、多様な機能や魅力が一つに詰まっているのが世田谷区の特徴であり、大きな財産

となっています。

◆ 道路の計画的整備や交通不便地域の解消による、まちの利便性や快適性などの向上が課題

となっています。

◆ 子どもや高齢者、障害者など誰もが安全で歩きやすく移動しやすい道路や歩道、商店街な

どの環境整備を進め、人の行き来や交流を促すことが必要です。

◆ 今後、急速な高齢化が進む中で、身近な地域で必要な情報を入手し地域活動に役立て、行

政サービスが身近に利用できる環境整備が求められるようになっています。

Project 1

身近で便利 交流促進プロジェクト

成果指標
地域の移動環境への満足度

目 的

現況・背景

82 第5章　重点的取り組み－リーディングプロジェクト－



取り組みのイメージ

ITの活用による身近な参加と利用の促進
区民活動スペースの提供

インターネットによる区民利用環境の整備

身近で利用しやすい道路・交通
ネットワークの整備
道路ネットワーク整備の推進

自転車利用環境の整備

地域をつなぐバス路線の充実

交流促進

区民の
交流の場の
整備

ユニバーサル
デザインの
まちづくり

だれもがまちに足を運びたくなる
安全・便利な歩行空間の整備
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安全な
歩道づくり

総合的な移送
システム

自転車や
バスで

出かけやすい
環境



Project 2

次代を担う世田谷っ子プロジェクト

成果指標
子育てしやすい環境であると思う区民の割合

取り組みの方向性

世田谷区では、これまでも世界に誇る人材が育ってきました。これからも、世田谷区らし

い特色のある教育を進め、さまざまな人との関わりや体験を通して、世界にはばたく世田谷

っ子が育つまちを目指します。また、子育て不安の解消など、より良い子育て環境を整備し、

安心して子育てができるまちを目指します。

◆ 働く女性の増加や核家族化などを背景に、仕事との両立、子育て経験の不足や孤立化など、

子育てに対する不安や負担感が高まる中で、安心して子育てができる環境が求められていま

す。

◆ 子育てについて保護者が抱えている問題や子ども自身の悩みを解決するには、家庭と地域、

学校の連携・協力が不可欠です。家庭・地域・学校が連携して地域の教育力を高め、豊かな

心と社会性を持った子どもを育てることが必要です。

◆ 変化の著しい社会にあって自ら考え、主体的に行動できる人材が求められています。子ども

たちに基礎的な学力を定着させるとともに、年齢に応じたさまざまな体験を通して、国際化、

ＩＴ化などの社会に対応できる力を持った子どもの育成が求められています。

目 的

現況・背景

地域とともに子どもを育てる
子どもの健やかな成長のため、子どもどうしの交流や地域の人たちとの交流、さまざまな

遊びや体験の場や機会の充実を図ります。また、地域の区民が参加する、地域に根ざした学

校教育を推進し、地域の教育力の向上を目指します。

世田谷区が持つ文化資源を活かした文化や芸術の体験事業、地域の企業や商店街、区内大学

と連携した体験学習など、子どもの体験の機会の充実を図るとともに就学前（幼児）教育を推

進し、子どもの個性や多様な才能を伸ばします。また、特色のある世田谷の教育を通して、日

本の伝統と文化を継承し、深く考え、自分を表現できる子どもを育てます。

保育サービスの一層の充実と在宅子育てへのきめ細やかな支援、子どもの安全確保や健康

づくりの支援など、子育ての負担の軽減と不安解消を総合的に進め、保護者が安心して子育

てでき、健やかで元気な子どもが育つ環境を整えます。

1

特色のある世田谷の教育の推進2

子育て環境の向上3

84 第5章　重点的取り組み－リーディングプロジェクト－
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次代を担う
世田谷っ子　　　

取り組みのイメージ

地域とともに子どもを育てる
遊び・体験・社会参加による自立支援

地域が参画する学校づくり

地域の教育資源を活用した地域教育力の向上

子育て環境の向上
保育サービス等の充実

在宅子育て支援

児童虐待防止対策の推進

配慮を要する子どもへの
継続的な支援

特色のある世田谷の
教育の推進
信頼される学校運営

豊かな人間性や知力・体力を育む
教育の推進

就学前（幼児）教育の推進

地域の子育て
人材の育成

子どもの安全・
安心の確保
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Project 3

いつまでも生きがいを 生涯現役プロジェクト

成果指標
地域活動に参加している高齢者の人数

地域での活躍を支える健康づくりの推進
生活習慣病予防、ねたきり予防、認知症予防など、就労世代や壮年期の段階から、健康づ

くりと介護予防を一体的に進めます。基本健康診査の結果など健康に関する情報を区民が手

軽に利用し健康づくりに役立てたり、食育の観点から普段の食生活の改善に区民自身が取り

組むなど、予防の観点から、区民主体の健康づくりに取り組んでいきます。

区民が文化活動やスポーツを通してこころの豊かさを味わったり、さまざまな知識や経験

を吸収できる環境を充実させます。地域での自主的な防犯活動、子育てや教育の場への参加

など、さまざまな社会参加の場の充実や活動の支援を通して、これから高齢期を迎える団塊

の世代がもつ知恵や経験を地域の中で活かせるまちを実現します。

取り組みの方向性
1

経験や知識を活かせる地域づくり2

区民の5人に1人が高齢者となる時代を迎えます。日頃からこころとからだの健康を維持・

向上することで、誰もが自らの知識や経験、地域の豊かな文化や人びとのつながりを活かし、

地域の一員として活躍できる生涯現役社会を実現します。

◆ 世田谷区には地域に根ざした豊かな文化があります。ふだんの生活の中で多様な文化に触

れ親しんだり、自ら文化創出に関わったりする人たちも多く、まちの魅力となっています。

◆ 社会の第一線で活躍し、これから高齢期を迎える団塊の世代の豊富な経験や知恵を、地域

の問題解決やまちの魅力向上に活かしていくことが期待されます。

◆ 地域で気軽にスポーツに親しみ、地域で協力しあい健康づくりを進めるなど、生活の基礎

となるこころとからだの健康を、生活の楽しみ・生きがいとともに実現する必要がありま

す。

目 的

現況・背景

86 第5章　重点的取り組み－リーディングプロジェクト－
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知識や経験を活かせる地域づくり

世田谷の
地域文化の
創造

生涯学習環境
の整備

取り組みのイメージ

生涯現役

生涯スポーツ
の振興

地域での活躍を支える
健康づくりの推進
介護予防の推進

生活習慣病予防の推進

食を通じた健康づくりの推進
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Project 4

区民が創る良好な環境プロジェクト

成果指標
環境の保全・創出に取り組む団体・グループ数

環境に配慮した暮らしの実践・創出
地球環境の保全、将来に向けた持続可能な地域社会の形成に向け、公共施設や学校で率先

してごみ減量や省エネルギー対策に取り組むとともに、環境学習・環境教育の推進を図り、

区民・事業者の自発的な環境配慮行動を促進します。

世田谷区内の農地の活用や未利用地等の利用に関する区民参加を通して、みどりを大切に

する意識を高め、身近なみどりをつくる活動を広げます。さらに、区独自のルールに基づく

開発・建築に関する規制・誘導を行い、世田谷区内の貴重なみどりの生命線である国分寺崖

線の環境保全や、緑地の創出を進めていきます。

取り組みの方向性
1

身近なみどりの充実と交流促進2

大都市の一角を占めながら、土やみどりの恵みを享受できる豊かな環境が、世田谷区には

まだ残されています。これからも、区民・事業者が中心となって、水と緑、土と農に親しめ

る自然的環境を守り育てるとともに、省エネルギーやごみの減量など環境に配慮した暮らし

の実践により、心豊かな生活や、うるおいのある地域づくりを進めます。

◆ 温暖化に代表される地球規模の環境問題は、区民の日常生活や事業活動にも影響を及ぼして

います。将来に向けて、持続可能な地域社会の形成など環境にやさしい暮らしかたへの転

換が課題となっています。

◆ 区内に残る豊かな水と緑は、世田谷区の大きな財産であり、うるおいのある住宅地として

の魅力を高めています。

◆自然と親しみ、景観、環境を守る活動が区内各地で行われています。

目 的

現況・背景
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身近なみどりの充実と交流促進
水と緑のまちづくり

都市景観の形成

都市型農業の推進

国分寺崖線沿いのみどりの保全・創出

環境に配慮した暮らしの実践・創出
新エコライフ大作戦

環境学習・環境教育の推進

取り組みのイメージ

区民が創る良好な環境

循環型社会の形成 地球環境の保全



Project 5

世田谷の魅力倍増プロジェクト

成果指標
世田谷区に住み続けたいと思う区民の割合

取り組みの方向性

若者の集う商店街や、劇場のあるまちなど、暮らしに身近なにぎわいは、世田谷区に住む

人、世田谷区を訪れる人にとって大きな魅力です。人びとが集い、出会うにぎわいの核づく

りを進め、世田谷区の新たな魅力を創造し、多様な人びとが活発に交流し、一段と魅力的な

「世田谷」を実現します。

◆世田谷区には、知識人・文化人をはじめ、多様な人が住まい、商店街などのにぎわいの核、

緑豊かな自然環境、充実した文化施設、洗練されたまちなみなどの高品質な地域資源が豊

富に存在しています。

◆ にぎわいや産業はまちの活力の源であり、にぎわいの核づくりにおいても、ハード面での

都市整備とソフト面での産業振興策の連携が重要となっています。

◆ 世田谷区における新たな産業振興の手法を通して、世田谷区の特色である文化創造産業な

ど地域資源を活かしてまちの魅力を発信し、人びとを集客する観光戦略が課題となってい

ます。

◆ 大量の情報が流通する情報社会では、新たなアイデアやビジネスを生み出す価値ある情報

が、人と人との交流の場において行き交い、高められていきます。区民、事業者、ＮＰＯ

などが協働し、世田谷ブランドの向上につなげる取り組みが求められています。

目 的

現況・背景

人びとが憩い集う核づくりの推進
駅周辺の道路や駅前広場など、区内の拠点の整備を進め、まちの機能性や利便性を向上させま

す。まちの景観の統一的な整備やアクセス改善などの取り組みを進め、商店街の魅力や地域の活

気をさらに高め、多様な人びとが憩い集える核づくりを計画的に進めます。

世田谷区が有する豊富な観光資源を活用した魅力再発見の取り組みを展開し、また、世田

谷区の特色である映像や音楽、演劇などの文化発信力を高め、にぎわいの拠点の整備を進め

るなど、産業振興や地域の活性化につなげる取り組みを、区民、事業者、ＮＰＯ、行政が協

働で実現し、まちの集客力を高めます。

まちづくり、産業、文化、教育、福祉などさまざまな分野において、区民、事業者、ＮＰＯ、

行政それぞれが互いの経験や知識等を活かし交流することで、新たなアイデアやニュービジ

ネスを創出し、更なる世田谷ブランドの向上を図ります。

1

世田谷の魅力を満載した産業の振興2

区民の力を活かした世田谷ブランドの魅力向上3
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世田谷の魅力倍増

重
点
的
取
り
組
み
―
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
―

第
５
章

第5章　重点的取り組み－リーディングプロジェクト－ 91



92 第5章　重点的取り組み－リーディングプロジェクト－



第6章　計画の推進に向けて 1

自治体運営の自律の推進

新たな時代にふさわしい地域行政の推進

区民の目線に立った行政経営の確立

資源の有効活用による区民サービスの向上

計画の着実な推進のために、4つの基本的視点から、区を取り巻く現況

と将来を展望した課題を整理し、課題解決に向けての区の基本的な姿勢と

主要な取り組みを示しています。

第6章
計画の推進に向けて

第6章　計画の推進に向けて 93
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（１）平成12年（2000年）の都区制度改革により、都は広域自治体として、特別区は基

礎的自治体として、それぞれの責任を果たしつつ相互に連携して都市行政を担う、

新たな都と特別区の関係がスタートしました。

この改革により、清掃事業が区に移管されるなど、区民に身近な事務事業の特別

区への移管と財政自主権の強化が行われましたが、都区の役割分担の明確化とそれ

に伴う財源配分のあり方について、基礎的自治体としての特別区の自主性・自律性

を高める観点から、解決すべき課題が残されています。

一方、「国から地方へ」への分権改革は着実な流れとなっており、全国的な市町

村合併の推進や広域自治体として道州制の議論も開始されるなど、自治体の枠組み

の見直しや、国から地方への税源の移行、地方交付税や補助金の見直しなど、今後

の地方自治制度の抜本的な改革へとつながる改革が進められています。

世田谷区は、首都東京の大都市行政を担う自治体であるとともに、82万区民を擁

する基礎的自治体として、区民自治を基調としながら、新たな時代にふさわしい自

治体のありようを模索し、改革を進めていく必要があります。

現状と課題

1 基礎的自治体として自主性・自律性を高めます。

問題解決の方向性

（1）都区制度改革に取り組み、自律性をさらに高めます。

①世田谷区は82万区民を擁する基礎的自治体として、さらに独自性を発揮できる自治

体を目指します。

②東京都と特別区が分権時代にふさわしい新たな連携、協調の関係を構築できるよう、

都区財政調整制度をはじめとした都区制度の改革に取り組みます。

近隣自治体との連携を強化します。

①広域的な観点から生活基盤の整備や区民の利便性の向上を図るため、近隣自治

体との共同・協力事業を推進します。

（2）

自治体運営の自律の推進1
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問題解決の方向性

（１）世田谷区は、区民に最も身近な自治体として、区民自治の実をあげ、地域の人び

とに密着した総合的なサービスや地域の実態に即したまちづくりを展開するため、

地区（出張所）・地域（総合支所）・全区（本庁）の三層分権型の地域行政を推進

し、区民に身近な保健福祉やまちづくりの相談、区民生活に密着した各種サービス

の提供、区民主体のまちづくりの支援を行ってきました。

しかし、地方分権、少子・高齢社会の進展や地域におけるコミュニティの変容、ＩＴ

（情報通信技術）の急速な普及など、地域を取り巻く状況は大きく変化しています。

こうした社会情勢の変化やそれに伴う区民ニーズの変化に対応し、世田谷区独自

の地域行政をより一層機能的、効果的に発展させるために、三層各々の新たな役割

を明らかにし、サービスの提供体制の充実と地区まちづくり活動の支援を強化する

ことが求められています。

1 新たな時代にふさわしい地域行政を推進します。

（3）

（1）安全で安心なまちづくりを身近な地域で推進します。

①区民が安全に安心して暮らしていくことができるよう、保健福祉サービスの推進

や防犯・防災対策、協働によるまちづくりなどについて、これからも区民に身近

な地域で取り組んでいきます。

地域におけるコミュニティの活性化を図ります。

①コミュニティの活性化を進めるため、地区を中心に活動する町会・自治会や

ＮＰＯ、福祉、子育て、環境問題などさまざまな分野で活動している団体を

さらに積極的に支援していきます。

執行体制の簡素化を進めます。

①より機能的、効果的にサービスを提供できるよう、地区（出張所）・地域（総

合支所）・全区（本庁）の三層の全体にわたって、さらに執行体制の簡素化、

スリム化を進めます。

（2）

新たな時代にふさわしい地域行政の推進2
現状と課題
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（１） 地方分権や規制緩和の進展により、サービスの質によって自治体が比較・選択さ

れる時代となっています。一方、今後、区の財源の大幅な拡大が見込めない中で、

増大する行政需要に的確に対応するためには、中長期的な視点から行政が担う役割

を見定め、区民の声を聞きながら、優先すべき重要課題に重点的・集中的に取り組

む必要があります。その上で施策の成果を評価し、区民満足度の向上に向け、実施

手法や体制、資源の配分等を見直し改善を図るという、「区民の目線に立った行政

経営」の確立が不可欠です。「計画」から「実施」、「評価」を経て「改善」に至る

総合的な行政経営の仕組みを、区民の参画を得ながら整備し、円滑に運営する必要

があります。

（２）区民の声を的確に把握し、区政に反映していくためには、区政に関する情報を適

切に提供し、区民の関心を高め、区政への参画をさらに促進する必要があります。

区ではすでに区の施策や事務事業に関する行政評価の情報を公開していますが、区

政全般にわたり透明性を高めることにより、区民に対する説明責任を果たし、区政

に対する信頼感をさらに高めることが求められています。

（３）さまざまな区政課題への継続的な対応と円滑な区政運営のためには、財政基盤の

強化と計画的な財政運営が不可欠です。自主財源の確保や定員適正化の計画的推進

による人件費の抑制などにより、健全な財政構造を維持するとともに、コストと成

果、受益と負担の視点から区の取り組みを見直し、財政構造・予算配分の改善と実

施の効率化を図る必要があります。

区民の目線に立った
行政経営の確立

3

現状と課題
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1 区民の目線に立った行政経営を確立します。

（1）区民の目線に立った行政経営を確立します。

①顧客志向・成果重視など民間経営の視点や手法を採り入れ、区民の声を的確に

把握しながら、施策の優先度や目標水準の設定、実績数値や目標達成度に基づ

く成果の評価等を進めます。

②区民の満足度を着実に高めるよう、行政評価の結果を区政の改善に役立てる総

合的な行政経営の仕組みを、区民の参加を得ながら確立します。

区政への区民参加を促進し、区政の透明性を向上します。

①事業の実績やコスト、行政評価の結果や財政状況など、区政に関する情報を区

民に適切に提供し、区民の意見を反映する仕組みの充実や行政評価への参加な

ど、区民の区政参画をさらに促進するとともに、区民に対する区の説明責任を

果たすことにより、区政の透明性を高めます。

安定した財政基盤の確立と計画的な財政運営を進めます。

①自主財源の確保に取り組むとともに、コスト対成果の向上、受益と負担の均衡の

視点から、区の取り組みを見直します。

②事業実施の効率化と施策の優先度に基づいた予算配分を行うとともに、人件費や

施設維持管理経費の抑制に努め、財政基盤の安定化と計画的な財政運営を進めま

す。

組織・職員定数の適正化を進めます。

①中長期的な視点から行政が担う役割を見定め、適切な規模の組織・人員体制の

構築に向け、現在のペースを緩めることなく、計画的に職員定数の削減を進め

るとともに、組織体制の簡素化・効率化を推進します。

②職員の意識を改革し、能力をさらに高められるよう、人事制度の改革を進め、

公務員としての自覚と責任を持って、自ら考え行動する職員を育成することに

より、少数精鋭で問題を解決できる柔軟で機動的な執行体制を整備します。

（3）

（4）

（2）

問題解決の方向性
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（１）介護保険の導入を大きなきっかけとして、公共的なサービスを民間事業者が担う

場面が増え、また、区民の支えあい活動やＮＰＯの取り組みが大きな役割を果たす

など、これまで行政が中心的役割を担ってきた公共的サービスの提供と利用は大き

く様変わりしました。利用時間の拡大や豊富なメニュー、身近な利用などに対する

区民要望は高く、今後のサービス需要の増加を踏まえ、区民、事業者等の民間活力

を効果的に活用した多元的なサービス提供体制を整備する必要があります。また、

情報提供、アクセス確保、質の保証等の仕組みを整備し、区民が質の高いサービス

を安心して利用できる環境の整備が求められています。

（２）さまざまな情報やサービスがインターネット経由で簡単に利用できるなど、近年

のＩＴ（情報通信技術）の発達と社会への普及は、情報やサービスの利用に関する

区民の意識を大きく変えています。こうした状況を踏まえ、サービスの向上や事務

の効率化に向け、ＩＴ社会に対応した電子自治体の構築が必要です。また、個人情

報の保護などセキュリティの確保や、パソコンや情報ネットワークを利用しにくい

区民への対応が求められます。

（３）区民に最も身近な基礎的自治体として、区政を取り巻くさまざまな課題に的確に

対応するため、区の資源を最大限有効に活用することが求められます。外郭団体の

専門性や柔軟性を活かすため団体の経営や区の関与の仕方を改善するとともに、区

の資産である公共施設や用地等についてもさらなる有効活用を図る必要がありま

す。

資源の有効活用による
区民サービスの向上

4

現状と課題
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1 既存の社会資源を最大限有効に活用し、区民が質の高いサ
ービスを安心して利用できる環境を整備します。

（1）民間活力を積極的に活用します。

①今後のサービス需要の増大と多様化を踏まえ、「民間でできることは民間に」と

いう考え方を基本として、区民、事業者等の民間活力を効果的に活用し、区民

サービスの向上を図ります。

②サービスや事業者に関する情報の提供、相談・申請窓口へのアクセスの確

保、サービスの質の保証や苦情への対応などの仕組みを整備します。

外郭団体の改善と活用を進めます。

①民間サービスの充実等の社会環境変化を踏まえ、外郭団体の有効性を高めるた

め、役割・実績に基づき団体や事業の統廃合を進めます。

②民間との競争の視点を取り入れ、外郭団体の専門性や柔軟性をさらに伸ばしな

がら、サービスの向上と経営の効率化に向け、計画的に改善を進め、効果的に

活用します。

区有財産を有効に活用します。

①区の有する施設・用地について、さらなる有効活用を図るため、公共施設整備

方針に基づき、施設の統廃合や多面的利用など、区民ニーズの実情に合わせた

柔軟で効率的な利用を図ります。

②施設の民営化や計画的修繕の実施等により、管理・運営コストの縮小に努めま

す。

電子政府の取り組みを推進します。

①区民への情報提供や申請・相談等のサービスの向上、また、契約や文書管理等

の事務の効率化を図るため、区ホームページの充実、問合せ・相談サービスの

電子化、電子申請・電子入札の導入など、電子政府の取り組みを進めます

②個人情報の保護などセキュリティの確保や、パソコンや情報ネットワークを利

用しにくい区民への対応を進めます。

（3）

（4）

（2）

問題解決の方向性
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世田谷区基本計画審議会条例制定 
（平成16年5月） 

諮　問 

答　申 

世田谷区基本計画審議会　20名 
・学識経験者　6名 
・公募委員　　4名 
・区民委員　　4名 
・区議会議員　6名 

 
 
 

基本計画審議会　10回開催 

世田谷区基本計画（素案）策定 

世田谷区基本計画策定 

タウンミーティング 
の開催 

・5地域、5回開催 
 
 
 

参加人数   541人 

素案の公表と区民からの 

意見や提案の募集 

意見・提案件数　約1,000件 

基本計画策定の経過

１ 世田谷区基本計画策定の経過
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開催日

9月16日

10月14日

10月27日

10月30日

11月4日

11月11日

11月18日

12月8日

12月9日

12月10日

年度

平成15年度

庁内

6月　庁内検討組織
（基本計画策定委員会）設置

基本計画審議会・区民参加等

第1回　基本計画審議会

１　諮問

２　新たな基本計画の検討資料について

３　人口推計（中間報告）について

第2回　基本計画審議会

１　基本計画策定スケジュールについて

２　新たな基本計画の検討資料について

３　基本計画の策定イメージについて

４　討議① 「行政経営の視点からの

テーマ」について（１）

５　討議② 「保健・福祉」のテーマに

ついて（１）

第3回　基本計画審議会

１　基本計画策定スケジュールについて

２　戦略的な計画について

３　討議① 「環境・循環型社会」の

テーマについて

４　討議② 「教育」のテーマについて

タウンミーティング（砧）

第4回　基本計画審議会

１　討議① 「街づくり」のテーマについて

２　討議② 横断的テーマ（１）「まちづくり

（安全・安心等）」のテーマについて

第5回　基本計画審議会

１　討議① 「産業」のテーマについて

２　討議② 横断的テーマ（２）「（仮）

人づくり」の テーマについて

３　討議③ 「行政経営の視点からの

テーマ」について（２）

４　討議④ 「行政経営の視点からの

テーマ」について（３）

５　討議⑤ 論点整理（１）

タウンミーティング（玉川）

タウンミーティング（北沢）

タウンミーティング（世田谷）

タウンミーティング（烏山）
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庁内

3月　世田谷区基本計画策定

年度

年度

平成16年度

平成15年度

開催日

12月18日

1月16日

1月29日

3月20日

3月26日

基本計画審議会・区民参加等

第6回　基本計画審議会

１　討議① 「保健・福祉」のテーマに

ついて（２）

２　討議② 「行政経営の視点からの

テーマ」について（４）

３　討議③ 「基本計画大綱構成イメージ」

について

４　討議④ 「新しい基本計画における将

来像と論点」について

第7回　基本計画審議会

１　討議①　論点整理（２）

２　討議② 「基本計画審議会答申・

構成案（たたき台）」について

３　討議③ 「行政経営の視点からの

テーマ」について（５）

第8回　基本計画審議会

１　討議①　都市構想図について

２　討議② 「基本計画審議会答申・構成

案（たたき台・修正版）」について

第9回　基本計画審議会

１　討議① 「基本計画審議会答申（案）」

について

第10回　基本計画審議会

１　討議① 「基本計画審議会答申（最終

案）」について

２　答　申

区民参加等

世田谷区基本計画（素案）公表

区民意見募集

基本計画シンポジウム開催

世田谷区基本計画（案）公表

開催日

9月

10月23日

2月

庁内
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飯　田　恭　次　　　世田谷区町会総連合会副会長

五十畑　孝　司　　　世田谷区議会議員

市　川　一　宏　　　ルーテル学院大学学長

大　家　亮　子　　　公募委員

小早川　光　郎　　　東京大学大学院法学政治学研究科教授

篠　田　孝　司　　　世田谷区農業青壮年連絡協議会会長

新　川　勝　二　　　世田谷区議会議員

新　谷　珠　恵　　　世田谷区立小学校ＰＴＡ連合協議会会長

辰　川　弘　敬　　　世田谷区政策評価委員会委員長・中央大学常任理事

○ 田　畑　日出男　　　東京商工会議所世田谷支部副会長

千代浦　淳　子　　　公募委員

中　里　光　夫　　　世田谷区議会議員

中　原　秀　樹　　　武蔵工業大学環境情報学部教授

西　崎　光　子　　　世田谷区議会議員

◎ 橋　本　久　義　　　政策研究大学院大学教授

日　端　康　雄　　　慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授

前　田　彰　子　　　公募委員

三　留　恵　子　　　公募委員

諸　星　養　一　　　世田谷区議会議員

山　口　　拓　　　　世田谷区議会議員

◎：会長　　○：会長職務代理者　

2 世田谷区基本計画審議会委員名簿 （五十音順・敬称略／H16.3）



106 資料編

区民参加の概要

・基本計画審議会報告 
・基本計画審議会答申への反映 

・タウンミーティングの開催 
　　区内5地域各1回開催 
　　参加人数 
　　　　世田谷地域：  92名 
　　　　北　沢地域：  93名 
　　　　玉　川地域： 127名 
　　　　砧　　地域：  88名 
　　　　烏　山地域： 141名 

・ 区ホームページに素案掲載 

・ 区のお知らせ「基本計画特集号」発行 

・ シンポジウムの開催 

・ 区政モニターアンケート 

 

・区民からの意見・提案状況 
　　合計：提案者：426名（約1,000件） 
　　内訳：提案ハガキ　　　　　　　　　　　：  
　　　　　シンポジウム質問票・アンケート　：   
　　　　　手紙・FAX・電話等 　　　　　：   
　　　　　区政モニター 　　　　　：  
 

・インターネット、ハガキ、電話、 
　FAX等 

・特集号添付の返信ハガキ 

・シンポジウム質問票及び 
   アンケート 

・区政モニターアンケート 

 

基　本　計　画　へ　の　反　映 

意見・提案内訳 

その他 

第6章 

第5章 

第4章 

第3章 

第2章 
第1章 

196名 
98名 
29名 
103名 

1 タウンミーティング

2 基本計画策定に伴う区民参加
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用 語 解 説

移送システム……P.43

移動困難な高齢者・障害者などに対して、自宅から目

的地まで外出する際、ボランティアやNPO法人、民間

タクシー事業者など多様なサービス提供主体によって

移動手段を確保する仕組み。

映像・コンテンツ産業……P.49

映像やゲーム、アニメ、映画、音楽など各種コンテン

ツ（情報の内容）の制作、流通にかかわる産業のこと。

エイトライナー……P.43

南北交通の整備、羽田空港への直結等を目指して環状八

号線を主な導入空間とする新たな公共交通システムとし

て建設を構想している。環状八号線沿線6区で促進協議

会を設置している。

エコライフ……P.60

省エネやごみ減量など、環境にやさしく無駄の少ないく

らしのこと。「エコ」にはエコロジー（環境）とエコノ

ミー（経済・節約）という2つの意味が込められている。

ＮＰＯ……P.17

Non-Profit-Organization（非営利団体）の略。

一般には、「民間の」「営利を目的としない」「社会に貢

献する活動を行う」団体を指す。単なるボランティア

の集まりではなく、社会貢献の目的を掲げ、組織的に

活動することが特徴。90年代以降、特に阪神・淡路大

震災の際の活動を契機に、行政サービスの様々な限界

を超えて公的サービスを提供できる存在としての社会

的評価が高まり、ＮＰＯの呼称が一般的になった。

外かく環状道路（東京外かく環状道路）……P.43

都心から15kmの圏域を環状に連絡する延長約85kmの

道路。この道路は、首都圏の道路ネットワークを構成

する道路で、放射方向の幹線道路を相互に連絡して都

心方向に集中する交通を分散導入するとともに、都心

を通過するだけの交通をバイパスさせる役割を担う。

幹線道路……P.23

国道や都道の一部など、都市の骨格を形成する道路。

（例：環七通り、環八通り、玉川通り等）

狭あい道路……P.22

道幅が4ｍ未満の道で、一般交通の用途に供されている

もの。区内の道路の約40％が狭あい道路となっている。

キャリア・デザイン……P.79

自分の個性や能力を発揮できるように、自分の仕事や

経歴を自分で設計すること。将来自分がやりたいこと

に向けて、必要な能力や知識を身に付け、それを生涯

にわたる自分の人生にどう活かすかを考える（設計す

る）ことを意味する。

区民満足度……P.97

個々のサービスや区政全般に対する区民の満足度。多

様化する区民ニーズに的確に対応するためには、既存

の社会資源を有効に活用する必要があり、そのための

目標として、区民を顧客ととらえ、その満足度を総合

的に高めることが注目されている。

グループホーム……P.46

自宅での生活が困難となった高齢者や障害者などが、

施設職員による援助を受けながら少人数で共同生活す

る住まい。

建築物耐震基準……P.22

昭和53年に発生した宮城県沖地震を機に、建築物の構

造強度に関する見直しが行われ、昭和56年6月に、①震

度5程度で損傷しないこと、②震度6～7で倒壊しないこ

と等を基準とした、いわゆる「新耐震基準」を盛り込

―あ 行―

―か 行―
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んだ改正建築基準法・施行令が施行された。

交通不便地域……P.23

世田谷区では直線距離で鉄道駅から500m、バス停から

も200m以上離れている地域と考えている。区全体の約2

割の面積を占めている。

国分寺崖線……P.21

太古の昔（約6万～3万年前）に、多摩川が武蔵野台地

を浸食することにより誕生した、延長約30kmにもおよ

ぶ連続する崖の連なりである。このうち、区内の野

川・丸子川沿いの崖線は延長約8kmである。

子ども家庭支援センター……P.70

各保健福祉センターの子ども家庭支援の相談・情報提

供等の窓口をいう。地域の子ども家庭支援システムの

中核に位置づけられており、関係機関とのネットワー

クの構築や一時保育などの在宅サービスの提供を行っ

ている。

また、区では平成17年度に、児童虐待の予防と虐待発

見時の迅速な対応を図るとともに、子育てに関する総

合支援を行うため、（仮称）基幹型子ども家庭支援セン

ターを設置する。

コミュニティビジネス……P.53

地域住民が主体となり、地域の資源（人材、原材料、

技術力、ノウハウ等）を活用しながら、継続的に事業

を行うビジネスの手法で地域の課題を解決し、その活

動の利益を地域に還元する事業の総称。

支援費制度……P.44

障害者自らがサービスを選択し、事業者と対等な立場

で契約を結びサービスを利用する制度。平成15年4月に

国の新障害者基本計画の策定に伴い行政的措置制度か

らサービス利用者の選択による契約制度へ転換された。

主要生活道路……P.23

幹線道路や地区幹線道路に囲まれた区域内の交通を担

う道路（地区内集散道路）として、また、日常生活の

ための道路として世田谷区が独自で位置づけた道路。

食育……P.86

望ましい食生活のためには、食べ物を上手に選んで組

み合わせて食べることの大切さを知り、体にとって何

が好ましいのかを自分の判断で選んでいくことが大切

である。このような自立した食生活を身に付けること

で、自分の健康を自分で守ることができるようにする

学習活動をいう。

新エネルギー……P.60

日本はエネルギー源の大部分を、石油をはじめとする

化石燃料に依存しているが、埋蔵量に限りがあり、地

球温暖化をもたらす化石燃料に代わる新たなエネルギ

ー源の確保が求められている。こうした新エネルギー

の代表的なものとして、太陽光・太陽熱、風力などの

自然エネルギーや、廃棄物の焼却による熱利用や発電

などが挙げられる。

世田谷ものづくり学校……P.53

平成16年3月に統合された旧池尻中学校を活用し、平成

16年10月に開校した。「学び・雇用・産業」の再生とい

った視点から、民間の活力を生かした新しい手法によ

り、世田谷らしい新たな産業と観光の拠点づくり、創

業に関する技術的支援や場の提供、ものづくり体験と

交流の場の提供などに取り組み、新たなコミュニティ

づくりや地域の活性化をめざしている。

耐火率……P.22

区域内の建築面積に対する耐火建築物の建築面積の割

合。避難路等の安全性を検討する指標として使われる。

第三者評価……P.46

①事業者の提供する保健福祉サービスの質を、当事者

以外の第三者機関が専門的かつ客観的な立場から評価

すること。

②サービスの質や区政の内容について、提供者でも、

―さ 行―
―た 行―
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利用者でもない、第三の立場から評価すること。

団塊の世代……P.19

第1次ベビーブームの昭和22年（1947年）から昭和24年

（1949年）に生まれた人口の多い年齢層のこと。

地域運営学校……P.66

「学校運営委員会（法律でいう学校運営協議会）」（保護

者代表・地域住民代表・学識経験者などの委員で構成

される）が、学校運営の基本方針や人事等に関する意

見を述べるなど、一定の権限と責任をもって学校運営

に参画する公立学校。

地域教育基盤……P.66

複数の小・中学校が連携した区域（中学校区を標準単

位とする）において、学校・家庭・地域が協働してそ

れぞれの教育力を高めていくための支援体制の仕組み。

地域自治組織……P.30

地方自治法に基づき、住民自治の強化等を図るため、

区市町村の一定の区域を単位とする「地域自治区」を

区市町村の判断により設置することができる。

地域自治組織は、その区域の住民で構成される「地域

協議会」のことである。「地域協議会」は、地域の意見

を取りまとめ、行政に反映させていくなどの役割を担

うが、区市町村の長は、「地域自治区」の区域に係る重

要事項について、あらかじめ「地域協議会」の意見を

聴かなければならない。

地域風景資産……P.57

身近にある魅力的な風景の中で、地域に住む人々が大

切にしておきたいと思う風景のこと。風景づくり条例

に基づき住民参加の下、選定している。

道州制……P.30

第27次地方制度調査会で検討されている、現行の都道

府県に代わる広域自治体として道または州で構成され

る制度。

都区財政調整制度……P.29

特別区の行政水準を均衡のとれたものとし、大都市行

政の一体性及び統一性を確保するとともに、特別区の

行政の自主的かつ計画的な運営を図る目的で、都と特

別区及び特別区相互間の財源配分を行い、各区間の財

源を調整する制度のこと。

※特別区の区域では、本来市が行う事務（消防、上下

水道など）を都が行っており、本来は市町村税とされ

ている固定資産税、法人区民税及び特別土地保有税の3

税を、都税として徴収している。これらを調整財源と

して、その一定割合を各区へ配分するが、配分にあた

っては、各区の基準財政需要額と基準財政収入額を算

定し、財源不足の生じた区に対して不足額が交付金と

して交付される。

特別支援教育……P.67

従来の心身障害教育の対象の障害だけでなく、ＬＤ

（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥／多動性障害）、高機

能自閉症を含めて障害のある児童生徒の自立や社会参

加に向けて、その一人ひとりの教育的ニーズを把握し

て、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善

又は克服するために、適切な教育や指導を通じて必要

な支援を行うこと。

都市計画道路……P.23

都市の健全な発展と機能的な都市活動を確保するため、

都市計画法第11条第1項第1号に基づき定められる道路。

認知症高齢者……P.61

行政用語としての「痴呆」に変わる新たな用語を「認

知症」という。

＊「痴呆」に対する誤解や偏見の解消を図る一貫とし

て、国の検討会において「痴呆」に変わる用語の検討

が進められ、平成16年12月、「認知症」が最も適当であ

るとの結論に至った。これを受けて、国、都及び区に

おいて、見直しが行われた。

―な 行―
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ハザードマップ……P.40

災害危険箇所分布図ともいい、ある災害に対して危険

なところを地図上に示したもの。

バリアフリー……P.41

人が生活する上で妨げとなる障害（バリア）が、街、

施設、道路、住宅、人びとの意識、社会などから取り

除かれた状態。

フリーター……P.51

フリーアルバイターの略。1980年代後半、アルバイト

情報誌による造語として誕生。当初は、学校を卒業し

た後も、自分の生活を楽しむために自ら進んで定職に

就かず、アルバイト生活を送る人を指していた。その

後、長期的に経済が低迷し雇用環境が悪化した結果、

定職に就く意志はあるが、就職できずにやむなくアル

バイト生活を送る人も含む言葉として使われるように

なってきた。

補助幹線道路（地区幹線道路）……P.23

幹線道路で囲まれた区域内において、その区域内で集

中する交通を適正に処理し、住宅街に通過交通を誘導

せず、良好な都市環境を実現するために配置された道

路。（例：世田谷通り、駒沢通り、淡島通り等）

密集市街地……P.39

区域内に老朽化した木造建築物が密集しており、かつ

道路や公園が不足していることなどによって防災機能

が確保されていない市街地をいう。

ミニ開発……P.22

ある程度の大きさの敷地を細分化し、狭小な宅地に建

売住宅を数棟建ち並べるような宅地開発を言う。居住

環境の悪化や防災上の問題を生じている。

ユニバーサルデザイン……P.32

年齢、性別、障害の有無などにかかわりなく、どんな

人でも使えるように建物や環境、製品をデザインする

こと。

ライフステージ……P.45

人の一生を、幼少年期、青年期、壮年期、老年期など

に分けた、それぞれの段階。

ライフ・デザイン……P.79

生活設計、人生設計。自分自身の生き方について、

個々人が主体性と創造性をもって生涯の生活設計を描

き、積極的に実現させていくこと。

―は 行―

―ま 行―

―や 行―

―ら 行―
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